
ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯  
科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとと  
もに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に  
評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型  
指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型適  
所介護事業所であること。   

旦 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者  

生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、  
地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福  
祉施設入所者生活介護を受けている間は、認知症対応型通所介護費  
は、算定しない。  

ハ トビろ環供体制強化カロ算   

注㈹として市町村   

長舶ま  

共用型指定認知症対応型通所介護事業所がし利用者に対し、指定認  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯   
科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとと  

もに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。   

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に  
評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型  
指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通  
所介護事業所であること。  

邑 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者   

生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、   

地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福   

祉施設入所者生活介護を受けている間は、認知症対応型適所介護費   
は、算定しない。  

げる区分に従い、  った場合は、当該基準に   知症対応型適所介護を行  1匡㈱こ掲げる  
いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他  
の加算は算定しなし＼。  

∴ 
ニ 

3 小規模多機能型居宅介護費   

イ 小規模多機能型居宅介護費（1月につき）  

廷蔓延  

6単位  

3 小規模多機能型居宅介護費   
イ 小規模多機能型居宅介護費（1月につき）   

（1）経過的要介護  4，469単位  

11．430単位  

16，325単位  

23，286単位  

25，597単位  

28．120単位  

11，430単位  

16．325単位  

23，286単位  

25，597単位  

28，120単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

∴
‥
丁
∵
÷
‥
仙
注
 
 

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介吉隻4  

要介護5  

…
丁
÷
一
∵
・
・
ナ
二
注
 
 

1 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ  

ス基準第63条第1項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事   
業所をいう。以下同じ。）に登録した者について、登録者の要  
介護状態区分に応じて、登録している期間1月につきそれぞれ   

1 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ   

ス基準第63粂第1項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事   
業所をいう。以下同じ。）に登録した者について、登録者の要   

介護状態区分に応じて、登録している期間1月につきそれぞれ  
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－■   

所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数  

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生  
労働大臣が定めるところにより算定する。   2働ビス  
（指定地域密着型サービス基準第63条革1項に規定する通いサ  

ービスをいう。）、訪問サービス（指定地域密着型サービス基準  

第63条第1項に規定する訪問サ坤酢白サー  
ビス（指定地域密着型サービス基準第63条第5項に規定する宿  
泊サービスをし、う。）の算定月lこおける提供回数lこついて、堂  

象董1人当たり平均回数が、週4回lこ満たない場合は、所定単  
位数の100分の70に相当する単位数を算定する。   

旦 量畳量が短期入所生活介琴、短期入所療養介護、特定施設入  
居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定  

施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所  

者生活介護を受けている間は、小規模多機能型居宅介護費は、  

算定しない。   

旦 重畳董が－の指定小規模多機能型居宅介護事業所において、  
指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第6  

2条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）  

を受けている間は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以  
外の指定小規模多機能型居宅介護事業所が指定小規模多機能型  
居宅介護を行った場合に、小規模多機能型居宅介護費は、算定  

しない。  

ロ 初期加算  30単位   

注 指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して3   
0日以内の期間については、初期加算として、1日につき所定単位   

数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院後に指定小   

規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様とする。  
ハ 認知症加算   

川瀬 単位  （2）働 500単位   
注 別に厚生労働大臣が定める登録者lこ対して指定小規模多機能  
型居宅介護を行った場合は、1月につきそれぞれ所定単位数皇  
加算する。  

ニ 看護職鼻配置加算  

所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数  

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生  
労働大臣が定めるところにより算定する。   

旦 剋旦董が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入  
居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定  

施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所  

者生活介護を受けている間は、小規模多機能型居宅介護費は、  

算定しない。   

旦 剋旦量が－の指定小規模多機能型居宅介儀事業所において、  
指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第6  

2条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）  

を受けている間は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以  
外の指定小規模多機能型居宅介護事業所が指定小規模多機能型  
居宅介護を行った場合に、小規模多機能型居宅介護費は、算定  

しない。  

ロ 初期加算  30単位   

注 指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して3  
0日以内の期間については、初期加算として、1日につき所定単位  
数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院後に指定小  
規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様とする。  

－8－  



川潮 900単位  

ほ）看護職鼻配置加算（Ⅱ） 700単位   

注㈱動大臣が定める施設基準lこ適合しているものとし   
て市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所lこつ   

いては、当該施設基準に掲げる区分に従い、1月につきそれぞ   
れ所定単位数を加算する。ただし、この場合において、看弼  

職員配置加算（Ⅱ  いる場合は、有責  （Ⅰ）を算定して  鼻配置加  

は算定しない。  

ホ 事業開始時支援加算  
一  500単位  

300単位   

注1 川については、事業開始後1年未満の指定′j、規模多機能型  
居宅介護事業所であって、算定月までの間、登録者の数が登  
録定員（指定地域密着型サービス基準第66条に規定する登録  
定員をいう。㈱Olこ満たない指定小規模  
多機能型居宅介護事業所について、平成24年3月31日までの  

間、1月につき所定単位数を加算する仁  
2 酬こついては、事業開始後1年以上2年未満の手旨定小規模  
多嘩能型居宅介護事業所であって、算定月までの間、登録者  
の数が登録定員の100分の80に満たない指定小規模多機能型居  
宅介護事業所について、平成24年3月31日までの間、1月に  
つき所定阜墜塾皇迦呈宣 

ヘ サービス提供体制強化加算   

注 丹‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして市町   

村長舶   

対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、鼎引こ  
数 を加算する。  掲 げる所定単位   1月につき次に  掲げる区分に従い、  

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において  
は、郷  

川湘  

⊥ 

山型†吏鎚虹 

4 認知症対応型共同生活介護費   

イ 認知症対応型共同生活介護費（1日につき）   

（1）要介護1  

∽0単位  

3叩単位  

350単位  

4 認知症対応型共同生活介護費   
イ 認知症対応型共同生活介護黄（1日につき）   

（1）要介護1  831単位   831単位  

－9－  



848単位  

865単位  

882単位  

900単位   

861単位  

878単位  

895単位  

912単位  

930単位  

（2）要介護2  

（3）要介護3  

（4）要介護4  

（F）要介護5  

口 短期利用共同生活介護費（1日につき）  

（1）要介護1  

（2）要介護2  

（3）要介護3  

（4）要介護4  

（5）要介護5  

848単位  

865単位  

882単位  

900単位   

861単位  

878単位  

895単位  

912単位  

930単位  

（2）要介護2  

（3）要介護3  

（4）要介護4  

（5）要介護5  

ロ 短期利用共同生活介護費（1日につき）  

（1）要介護1  

（2）要介護2  

（3）要介護3  

（4）要介護4  

（5）要介護5  

注ユ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生   
労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た  
すものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護   

事業所（指定地域密着型サービス基準第90条第1項に規定する指  
定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）におい   
て、指定認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型サービス基   
準第89条に規定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。以下   
同じ。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利   

用者の要介護状態区釧こ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。   
ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな  
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。   
なお、利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める  
基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより  
算定する。   

2 鋸こ厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定言忍知症対応  
型共同生活介護事業所であって、指定地域密着型サービス基準第  

90条儒1項に規定する夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要  
な故に1を加えた数以上の数の介護従業者（指定地域密着型サー  

ビス基準第90条第1項に規定する介護従業者をいう。）を配置し  
ているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活   
介護事業所においては、夜間ケア加算として、1日につき25単位  
を所定単位数に加算する。   

3 mて、医師が、認知症（介護保険法第8条第16項に規定   
する認知症をいう。㈱勒・心理症状が認められる  
ため、在宅での生活が困難であり、鰯忍知症対応型異周  

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労   

働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすも   

のとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所   

（指定地域密着型サービス基準第90条第1項に規定する指定認知症   

対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定認   

知症対応型共同生活介護（指定地域密着型サービス基準第89条に規   
定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。）を行っ   

た場合に、当該施設基準に掲げる区釧こ従い、利用者の要介護状態   

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤   

を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位   
数の100分の97に相当する単位数を算定する。Lなお、利用者の数又は   

従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  
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隼活介紳こ対し、指定   

認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開坤した日カ、   
ら師鋸こ  

加算する。   

4 別に厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして市町   
村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、   
若年性認知症利用者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を   
行った場合には、瑚こつ  

き120単位を所定単位数に加算する。ただし、注3を算定してし、る  
場合は算定しない。   

5 れこついて、別に厚生労働大臣が定める基準Iこ適合する利用者   

については、零細市30日を上限と   
して1日につき80単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日  
の翌日から死亡日までの間は算定しない。また、この場合におい  
て、医療連携体制加算を算定していない場合は、算定しなし㌧  

ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間について   

は、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  
ニ 医療連携体制加算  39単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長   
に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、指定   
認知症対応型共同生活介護を行った場合は、医療連携体制加算と  

して、1日につき所定単位数を加算する。  
年制 400単位   

桂瀬、その居宅lこおいて居  
宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当  
該酬引引こ当該利用者及びその家族等lこ対して退居後の  
居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又   
l；挿冨祉サービスについて相談援助を行い、かつ、当該利用者の同   

意を得て、退居の日から2週間以榔こ当該利用者の退居後の居宅   

地を管轄する市町村（特別区を含む。）及び老人介護支援センタ   
ー（老人福祉法（昭和謂年法律第133号）第20条の7の21こ規定   
する老人介護享接センターをいう。以下同じ。）又は地域包括支   
援センター（法第115条Ⅵ39第1項lこ規定する地域包括支援セ  
ンターをいう。）に対して、当該利用者の介吉隻状況を示す文書を  

ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間について  

は、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  

二 医療連携体制加算  39単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  
に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、指定   

認知症対応型共同生活介護を行った場合は、医療連携体制加算と  
して、1日につき所定単位数を加算する。  
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l さ えて当該利用者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに  

必要な情鱒を提供した場合に、利用者1人につき1回を限度とし  
て算定する。  

ケア加算  ヘ 音忍知症   

が定める基準に適合しているものとして市町   注 別に厚生労働大臣  

村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚   
生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合庄  

は、当幽所定単   

位数を加算する。ただし、瑚ヱ   
いる場合におし、ては、次に掲げるその他の加 は井定しない0  

3単位  

l  4早 

トナービス提供体制強化加算  

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合長  
おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。  

ヨ引E ㌫∴顎朗屈牒闇謂L瓦冒引眉間阜ヨヨ‥E   （2）凋  
3 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

地域密着型特定施設入居者生活介護費  

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（1日につき）  

（1）要介護1 （2）㈲   
岬㈲  （4）㈲  
（5）要介護5  

5 地域密着型特定施設入居者生活介護費   

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（1日につき）   

（1j 要介護1  

D準E 当抗日琴   

！3 要介護3  

心 要介－－4  

（5）要介護5  

墜1単位  

型1畢塵  

711単位  

！鱒単位  

851単位  

糾9単位  

印単位  

683単位  

750単位  

818単位  

注1指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準第109   

条第1項に規定する指定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。）   
において、指定地域密着型特定施設入居者生活介護（同項に規   
定する指定地域密着型特定施設入居者生活介護をいう。以下同   
じ。）を行った場合に、指定地域密着型特定施設入居者生活介   
護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要介護   

注1 指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準第109  
条第1項に規定する指定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。）  

において、指定地域密着型特定施設入居者生活介護（同項に規  
定する指定地域密着型特定施設入居者生活介護をいう。以下同  
じ。）を行った場合に、指定地域密着型特定施設入居者生活介  
護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要介護  

－12－  



状態直釧こ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  

看護職貞又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準  
に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算  

定する。  

2 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  
1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域  

密着型特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、  
看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、  

利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、  

計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算と  
して、1日につき12単位を所定単位数草加算する。  3働録してい  
冬甥割こ串いて、望郷旨  

定嘩  

関をいう湖当琴利用者の  

健康榊  

療華甲連携加算として、1月瑚こ加算  
互む   

ロ 夜間看護体制加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  
に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に対して、  

指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合に、1日に  
つき所定単位数を加算する。  

6 地域密着型介護福祉施設サービス   

イ 地域密着型介護福祉施設サービス費   

（1）地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）（1日につき）  

状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、   

看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準   
に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算   

定する。  

2 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常軌の理学療法士等を  

1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   
密着型特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、   

看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、   
利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、   
計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算と   
して、1日につき12単位を加算する。   

ロ 夜間看護体制加算  10単位  

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  

に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に対して、  

指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合に、1日に  
つき所定単位数を加算する。  

6 地域密着型介護福祉施設サービス   
イ 地域密着型介護福祉施設サービス糞   

（1）地域密着型介護福祉施設サービス貴（Ⅰ）（1日につき）  

与旦9単位  

6鱒単位  

730単位  

鱒1単位  

甲1単位   

鱒単位  

鱒畢僅  

792単位   

二 に）㈲  
（三）㈱ 

L⊥星企謹呈 
㈲要介韓5 
（2）地域密着型介護福祉施設サービス費（正）（1日につき）  

ト）㈲ 

（二卜郷 

（ヨ 要介護3   

577単位  

糾8単位  

718単位  

嬰g単位  

859単位  

ト）要介護1  

に）要介護2  

且 要介護3  

個）要介護4  

伍）要介護5  

（2）地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）（1日につき）  

（－）要介吉葉1  639単位  

⊆）要介護2  了10単位  

に）要介護3  780単位  
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ト   

（四）要介護4   （五）㈲  
ロ ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費  

（1）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

き）   ト）㈲   に）㈲   （三）㈲   
（四）要介護4   

（五）要介護5  

（2）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

き）   

（－）要介護1  

に）要介護2   （三）㈲  
個）要介護4  

伍）要介護5  

㈲㈲   

㊦ 要介護5  
ロ ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費  

851単位   

氾1単位   

（1日につ   

（ほ7単位   

一728単位  

‘798単位   

弼9単位   

gゼ9単位  

（1日につ  

657単位   

728単位   

798単位   

869単位   

929単位  

863単位  

933単位  

（1）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）（1日につ   

き）  

（－）要介護1  669単位  

740単位  

810単位  

881単位  

941単位   

に）要介  

（三）要介護3  

（四）要介護4  

㈲ 要介護5  
（2）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）（1日につ   

き）   

卜）要介護1  669単位  

に）要介護2  740単位  

（三）要介護3  810単位   

（四）要介護4  881単位   

（五）要介護5  941単位  

ハ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス費  

（1）経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日につき）  

ハ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス費  

（1）経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日につき）  

卜）経過的地域密着型介護福祉施設サービス糞（Ⅰ）   卜）経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）   

a 要介珪1   

b 要介護2   

c 要介護3   

d 要介護4   

0 要介護5  
（二）経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

a 要介護1   b㈲   
c 要介護3   

d 要介珪4   

0 要介護5   

a 要介注1  
b要介護2  C㈲  d㈲  
○御   

経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

a 要介護1  b⑯  C㈲  
F 巨抗日二聖  

○ 要介護5  

乃3単位  

820単位   

銅8単位  

955単位  

1，022単位   

815単位   

銅2単位   

950単位  

1，017単位  

1．084単位  

741単位   

∽8単位  

876単位   

943単位  

1，010単位  
■
 
■
 
 

803単位  

870単位   

粥8単位  

1，005単位  

1，072単位  

（2）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日   

につき）  

（－）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）   

す 要介護1  741単位  

（2）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日   

につき）  

（－）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

a 要介護1  753単位   
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聯 8鱒単位  c㈲ 976単位   
に）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  a要介町 8叩単位  b㈲ 907単位   
？㈲ 0粥単位   

ユニット型指定介護老人福祉施設における経過的地域密着型介護  
福祉施設サービス  

（1）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日に   

つき）  

ト）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

a 要介護1  808単位  

セ㈲ 857単位   C㈲ 988単位  
に）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

や 要介護1  815単位   

b 要介護2又は要介護3  919単位  

や 要介護4又は要介護5  1，050単位   

ユニット型指定介護老人福祉施設における経過的地域密着型介護  
福祉施設サービス  

（1）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日に   
つき）   

卜）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

a 要介護1  820単位  

b 要介護2  875単位   b 要介護2  88了単位  

瀾 943単位   

や 要介護4  1．010単位   9㈲ 0叩単位  
に）、ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

a 要介護1  808単位  

c 要介護3  955単位   

d 要介護4  1．022単位   

瀾 089単位  

に）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

a 要介護1  820単位   

b 要介護2  887単位  b 要介吉隻2  875単位  

c 要介護3  943単位  c 要介言董3  955単位  d㈲ 1．010単位  e 要介護5  嘩 し0†7単位  
（2）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービ   

ス費（1日につき）   

ト）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー  
ビス費（Ⅰ）  

d 要介言隻4  1．022単位  e㈲ 鱒単位  
（2）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービ   

ス費（1日につき）   

ト）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー  

ビス費（Ⅰ）  

a 要介護1  820単位  a 要介護1  
b 要介護2又は要介護3  
c 要介護4又は要介護5  

808単位   

912単位  

1，043単位  

b 要介護2又は要介護3  924単位   c㈲ 55単位  
に）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介沫福祉施設サー  に）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー   

ビス費（Ⅱ）  ビス費（Ⅱ）  

野 営抗裂副  

b 要介護2又は要介護3  
c 要介護4又は要介護5  

a 要介護1  

b 要介護2又は要介護3  
c 要介護4又は要介護5  

808単位   

912単位  

1，043単位  

820単位  

犯4単位  

1．055単位  

注1 イ、ロ、ハ（1）及び二（1）については、別に厚生労働大臣が定め  注1 イ、口、ハ（1）及びニ（1）については、別に厚生労働大臣が定め   
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一●ト   

る施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を   
行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長   
に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型   
サービス基準第130条第1頓に規定する地域密着型介護老人福祉   
施設をいう。以下同じ。）において、指定地域密着型介護老人   
福祉施設入所者生活介護（同項に規定する指定地域密着型介護   
老人福祉施設入所者生活介護をいう。以下同じ。）（介護保険法   
施行法（平成9年法律第124号）第13条第1項に規定する旧措置   

入所者（以下「旧措置入所者」という。）に対して行われるも   

のを除く。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び   

別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入所者の   
要介薩状態区分lこ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た   
だし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな   
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。   
なお、入所者の数又は介護職員、看護職員若しくは介護支援専   
門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   
別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  
2 ハ（2）及びニ（2）については、別に厚生労働大臣が定める施設基   

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長に届け出   

た指定地域密着型介護老人福祉施設において、指定地域密着型   

介護福祉施設入所者生活介護（旧措置入所者に対して行われる   

ものに限る。）を行った場合に、別に厚生労働大臣が定める基   
準に掲げる区分Iこ従い、入所者の介護の必要の程度に応じて、   
それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員   
の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100   
分の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数又は介   

護職員、看護職員若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労   
働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定   
めるところにより算定する。  

3 ロ及びこについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさ   
ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位   
数を算定する。  
4 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘   
束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数から  

る施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を   

行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長   

に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型   

サービス基準第130条第1項に規定する地域密着型介諌老人福祉   

施設をいう。以下同じ。）において、指定地域密着型介護老人   

福祉施設入所者生活介護（同項に規定する指定地域密着型介護   

老人福祉施設入所者生活介護をいう。以下同じ。）（介護保険法   

施行法（平成9年法律第124号）第13条第1項に規定する旧措置   

入所者（以下「旧措置入所者」という。）に対して行われるも   

のを除く。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び   

別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入所者の   
要介護状態区釧こ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た   

だし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな   
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。   

なお、入所者の数又は介護職員、看護職員若しくは介護支援専   

門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2 ハ（2）及びニ（2）については、別に厚生労働大臣が定める施設基   

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長に届け出   

た指定地域密着型介護老人福祉施設において、指定地域密着型   

介護福祉施設入所者生活介護（旧措置入所者に対して行われる   

ものに限る。）を行った場合に、別に厚生労働大臣が定める基   

準に掲げる区分に従い、入所者の介護の必要の程度に応じて、   
それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100   

分の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数又は介   

護職員、看護職員若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労   
働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定   

めるところにより算定する。  

3 ロ及びこについて、 
ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位   
数を算定する。  

4 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘   
束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数から  
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減算する。  減算する。  

5 別に厚生労働大臣が定める施設基準lこ適合しているものとし  
て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につい  
ては、餌場   

に加算する。  

5 鋸こ厚生労働大臣が定める施設基準lこ適合しているものとし  

単位数に加算するト  

旦矧‖こ厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし   

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につい  
与堪、当該施設基準lこ掲げる区分Iこ従し、、1日lこつき次lこ掲ぜ   
る単位数を所定単位数に加算するし  

1呈里塵  

旦皇位  

星旦皇位  

8単位  

川御算（Ⅰ）イ  
（2）御旦   
」 組越山 

（4）看護体制加算（甘†ロ 

7別に厚生労働大臣が定める夜勤そ行う職員の勤務条件に開す  

重量豊丘塵土王立旦と上ヱ車型杜旦⊆昼吐旦立通星型旦塑遷彗  

全納し  

1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す行  

41単位  

ユ旦皇塵  

坐星塵  

18単位  

⊥ 夜勤職臭配邑担里⊥＿！＿二∠  

⊥ 

瑚算（Ⅱ）イ  
（4）夜勤職員配置抑算（Ⅱ）ロ  

旦 イ及びハについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適   
合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護   

老人福祉施設については、準ユニットケア加算として、1日に   
つき5単位を所定単位数に加算する。  

旦 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  

1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   

密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して、機能訓練   
指導員、看護職員、介護職員、生活相言炎具その他の職種の暑が   
共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画   
に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能   

旦 イ及びハについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適   

合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護   
老人福祉施設については、準ユニットケア加算として、1日に   

つき5単位を所定単位数に加算する。  

ヱ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  

1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   
密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して、機能訓練   
指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が   
共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画   
に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能  
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訓練加算として、1日につき12単位を所定単位数に加算する。  
10矧‖こ厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市   

町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において⊥   
若年性認知症入所者（介護保険法施行令第2条第6号に規定す   

る初老期における認知症によって法第7条第3項に規定する要   
介護者となった入所者をいう。＝こ対して指定地域密着型介儀   
老人福祉施設入所者生活介護を行った場合には、若年性認知症   
入所者受入加算として、1日につき120単位を所定単位数に矩宴   

払  

u 専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する   

常勤の医師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け  

訓練加算として、1日につき12単位を所定単位数に加算する。  

邑 専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する  

常勤の庖師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け  

1日につき2   出た指定地域密着型介護老人福祉施設については、  1日につき2  出た指定地域密着型介護老人福祉施設については、  

0単位を所定単位数に加算する。  堕≒旦を所定単位数に加算する。  
週 認知症である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定   

地域密着型介護老人福祉施設において、精神科を担当する医師   
による定期的な療養指導が月に2回以上行われている場合は、  
1日につき5単位を所定単位数に加算する。   

週 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しく   

は言語機能に障害のある者又は知的障害者（以下「視覚障害者   

等」という。）である入所者の数が15以上である指定地域密着   
型介護老人福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援   
に閲し専門性を有する者として別に厚生労働大臣が定める者（以   

下「障害者生活支援員」という。）であって専ら障害者生活支   

援員としての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上   
配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介   

護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算として、  
1日につき26単位を所定単位数に加算する。  
週 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に   

対して居宅における外泊を認めた場合は、1月に6日を限度と   

して所定単位数に代えて1日につき246単位を算定する。ただし、   
入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。  
遁 平成17年9月30日においてユニットに属する個室以外の個室   

（以下「従来型個室」■という。）に入所している看であって、   
平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入所するもの（別   

こ規定する認知症をいう。以下同じ。）   認知症（法第8条第16項  

である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定地域密着   
型介護老人福祉施設において、精神科を担当する医師による定   
期的な療養指導が月に2回以上行われている場合は、1日につ   
き5単位を所定単位数に加算する。  
週 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しく   
は言語機能に障害のある者又は知的障害者（以下「視覚障害者   

等」という。）である入所者の数が15以上である指定地域密着   

型介護老人福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援   
に関し専門性を有する者として別に厚生労働大臣が定める者（以   

下「障害者生活支援員」という。）であって専ら障害者生活支   

援員としての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上   
配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介   

護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算として、   
1日につき26単位を所定単位数に加算する。  

u 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に   

対して居宅における外泊を認めた場合は、1月に6日を限度と   
して所定単位数に代えて1日につき320単位を算定する。ただし、   

入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。  
週 平成17年9月30日においてユニットに属する個室以外の個室   
（以下「従来型個室」という。）に入所している看であって、   

平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入所するもの（別  
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に厚生労働大臣が定めるものに限る。）に対して、経過的地域  

密着型介護福祉施設サービス費又は旧措置入所者経過的地域密  
着型介護福祉施設サービス費を支給する場合は、当分の間、そ  

れぞれ、経過的地域密着型介言隻福祉施設サービス費（Ⅱ）又は旧  

措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）を算  

定する。   

週 次のいずれかに該当する者に対して、地域密着型介護福祉施  

設サービス糞、経過的地域密着型介護福祉施設サービス費又は  

旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責を支給  
する場合は、それぞれ、地域密着型介護福祉施設サービス費  
（Ⅱ）、経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）又は旧措  

置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）を算定  

する。  

イ 感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師  

が判断した看であって、従来型個室への入所期間が30日以内  
であるもの  

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入  

所する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室への  

入所が必要であると医師が判断した者  

ホ 初期加算  30単位   

注 入所した日から起算して30日以内の期間については、初期加算  
として、1日につき所定単位数を加算する。30日を超える病院又  
は診療所への入院後に指定地域密着型介護老人福祉施設に再び入  
所した場合も、同様とする。  

へ 退所時等相談援助加算  
（1）退所前後訪問相談援助加算  460単位  

（2）退所時相吉炎援助加算  400単位   

制 退所前連携加算  500単位   

注1（1）については、入所期間が1月を超えると見込まれる入所者  

の退所に先立って介護支援専門員、生活相談員、看護職員、機  
能訓練指導員又は医師のいずれかの職種の者が、当該入所者が  

退所後生活する居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対  
して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健  

に厚生労働大臣が定めるものに限る。）に対して、経過的地域  

密着型介護福祉施設サービス貴又は旧措置入所者経過的地域密  
着型介護福祉施設サービス費を支給する場合は、当分の間、そ  

れぞれ、経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）又は旧  

措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）を算  

定する。   

週 次のいずれかに該当する者に対して、地域密着型介護福祉施  

設サービス費、経過的地域密着型介護福祉施設サービス費又は  

旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費を支給  
する場合は、それぞれ、地域密着型介護福祉施設サービス費  
（Ⅱ）、経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）又は旧措  

置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）を算定  

する。  

イ 感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師  

が判断した看であって、従来型個室への入所期間が30日以内  
であるもの  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入  

所する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室への  
入所が必要であると医師が判断した者  

ホ 初期加算  30単位   

注 入所した日から起算して30日以内の期間については、初期加算  
として、1日につき所定単位数を加算する。30日を超える病院又  
は診療所への入院後に指定地域密着型介護老人福祉施設に再び入  
所した場合も、同様とする。  

へ 退所時等相言炎援助加算  

（1）退所前後訪問相談援助加算  460単位  

（2）退所時相談援助加算  400単位  

（3）退所前連携加算  500単位   

注1（1）については、入所期間が1月を超えると見込まれる入所者  

の退所に先立って介護支援専門員、生活相談員、看護職員、機  

能訓練指導員又は医師のいずれかの職種の者が、当該入所者が  
退所後生活する居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対  
して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健  
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医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行った場合   

に、入所中1回（入所後早期に退所前相談援助の必要があると   
認められる入所者にあっては、2回）を限度として算定し、入   
所者の退所後30日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所   

者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後1   

回を限度として算定する。   

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等（病   
院、診療所及び介護保険施設を除く。以下同じ。）に入所する   

場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設等   

を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算定   
する。  

2（2）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ   
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す   
る場合において、当該入所者の退所時に当該入所者及びその家   
族等に対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその   
他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行   
い、かつ、当該入所者の同章を得て、退所の日から2週間以内   

に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する市町村（特別区を含   
む。以下同じ。）及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20   
条の7の2に規定する老人介護支援センターに対して、当該入   

所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サー   
ビス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に、   

入所者1人につき1回を限度として算定する。   

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入   
所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉   

施設等に対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該   
入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する。  

3（3）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ   
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す   
る場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利   

用を希望する指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項に規定   

する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）に対して、   

当該入所者の同意を得て、当該入所者の介護状況を示す文書を   
添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービス   
に必要な情報を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と   

医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行った場合   

に、入所中1回（入所後早期に退所前相談援助の必要があると   
認められる入所者にあっては、2回）を限度として算定し、入   
所者の退所後30日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所   

者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後1   
回を限度として算定する。  

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等（病   
院、診療所及び介護保険施設を除く。以下同じ。）に入所する   

場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設等   

を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算定   

する。  

2（2）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ   
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す   

る場合において、当該入所者の退所時に当該入所者及びその家   
族等に対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその   

他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行   
い、かつ、当該入所者の同意を得て、退所の日から2週間以内   

に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する市町村（特別区を含 
む。以下同じ。）及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20   

条の7の2に規定する老人介護支援センターに対して、当該入   
所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サー   

ビス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に、   

入所者1人につき1回を限度として算定する。  
入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入   
所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉   

施設等に対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該   

入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する。  
3（3）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ   

の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す   

る場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利   

用を希望する指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項に規定   
する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。〉 に対して、   

当該入所者の同意を得て、当該入所者の介護状況を示す文書を  
添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービス  

に必要な情報を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と  
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連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用  

に関する調整を行った場合に、入所者1人につき1回を限度と  

して算定する。  

連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用  

に関する調整を行った場合に、入所者1人につき1回を限度と  
して算定する。  

ト 栄養管理体制加算  

（1）管理栄養士配置加算  12単位  

（2）栄養士配意加算  10単位  

津」㈱は、次に掲げるいずれの基準lこも適貪するものと  

して市町村長岬鋸こつ   

し細   

イ朋   

口朋基準lこ適合する手旨定地域密着型介   
準孝人福祉施設であるこL  

2（2）については、次に掲げるいずれの基準にも適合するものとし  
て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施  設について   

1日瑚場合において、   
管理栄養士鱒置卿   

イ澱直していること。  

ロ別」＝厚生労働大臣が定卿密着型介  
護老人福祉施設であるこL  

王 栄養マネジメント加算  週里墜   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届  
け出た指定地域密着型介護老人福祉施設について、1日につき所  

定単位数を加算する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  

ロ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、  

看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者  

ごとの摂食■礁下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を  
作成していること。  

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと  
もに、入所者の栄養状態を定期的に記録していること。  
ニ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
貢隻老人福祉施設であること。  

上 栄養マネジメント加算  14単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届  
け出た指定地域密着型介護老人福祉施設について、1日につき所  

定単位数を加算する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士」  

岬、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同し  

て、入所者ごとの摂食・礁下機能及び食形態にも配慮した栄養  

ケア計画を作成していること。  

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと  
もに、入所者の栄養状態を定期的に記録していること。  
ニ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設であること。  

28単位   チ 経口移行加算  リ 経口移行加算  28単位  
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注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  

護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、管理栄  
養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、  
現に経管により食事を摂取している入所者ごとに経口移行計画  
を作成している場合であって、当該計画に従い、医師の指示を  

受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食事の摂取を進め  

るための栄養管理を行ったときは、当該計画が作成しされた日か  

ら起算して180日以内の期間に限り、1日につき所定単位数を加  
算する。  

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口によ  
る食事の摂取を進めるための栄養管理が当該計画が作成された  
日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であっても、  

経口による食事の摂取が一部可能な看であって、医師の指示に  
基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管  
理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定で  
きるものとする。  

星 経口維持加算  

（1）経口維持加算（Ⅰ）  28単位  

（2）経口維持加算（Ⅱ）  5単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、管理栄  
養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、  
摂食機能障害を有し、誤礁が認められる入所者ごとに入所者の  
摂食一様下機能に配慮した経口維持計画を作成している場合で  
あって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は  

栄養士が、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別  
な管理を行った場合には、次に掲げる区分に応じ、当該計画が  

作成された日から起算して180日以内の期間に限り、1日につき  
それぞれ所定単位数を加算する。ただし、この場合において、  

経口移行加算を算定している場合は、算定しない。また、経口  

維持加算・を算定している場合は、経口維持加算（Ⅰ）は、算定  

しない。  

イ 経口維持加算（Ⅰ）経口により食事を摂取する看であって、  

著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査により誤  
礁が認められるものを対象としていること。  

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  

護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医  
塵、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の暑が  
共同して、現に繚管により食事を摂取している入所者ごとに経  
口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医  

師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、t経口による食事の  
摂取を進めるための栄養管理を行ったときは、当該計画が作成  
された日から起算して180日以内の期間に限り、1日につき所定  
単位数を加算する。  

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口によ  
る食事の摂取を進めるための栄養管理が当該計画が作成された  
日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であって阜、  

経口による食事の摂取が一部可能な看であって、医師の指示に  
基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管  
理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定で  
きるものとする。  

旦 経口維持加算   

日 経口維持加算（Ⅰ）  28単位  

（2）経口維持加算（Ⅱ）  5単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  

護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医  
塵、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の暑が  
共同して、摂食機能障害を有し、誤礁が認められる入所者ごと  

に入所者の摂食・噴下機能に配慮した経口維持計画を作成して  
いる場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理  

栄養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂取を進める  
ための特別な管理を行った場合には、次に掲げる区分に応じ、  

当該計画が作成された日から起算して180日以内の期間に限り、  

1日につきそれぞれ所定単位数を加算する。ただし、この場合  
において、経口移行加算を算定している場合は、算定しない。  
また、経口維持加算・を算定している場合は、経口維持加算（Ⅰ）  

は、算定しない。  
イ 経口維持加算（Ⅰ）経口lこより食事を摂取する看であって、  

著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査により言呉  

峨が認められるものを対象としていること。  
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ロ 経口維持加算（Ⅱ）経口により食事を摂取する看であって、  

摂食機能障害を有し誤瞭が認められるものを対象としている  
こと。  

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口によ  
る食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成され  
た日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であって  
も、摂食機能障害を有し、誤頓が認められる入所者であって医  

師の指示に基づき、継続して誤喋防止のための食事の摂取を進  
めるための特別な管理が必要とされるものに対しては、引き続  

き当該加算を算定できるものとする。  

潤 30単位   

注㈱準今する指定坤鱒密革型介護   

老人福祉施設にお車て朋ナた歯   

科衛生士が、牌言及び指   

導を月頗おいて歯科  

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指   

ロ 経口維持加算（Ⅱ）経口により食事を摂取する看であって、  

摂食機能障害を有し誤礁が認められるものを対象としている  
こと。  

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口によ   
る食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成され   

た日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であって   
も、摂食機能障害を有し、誤囁が認められる入所者であって医   

師の指示に基づき、継続して誤礁防止のための食事の摂取を進   
めるための特別な管理が必要とされるものに対しては、引き続   

き当該加算を算定できるものとする。  

畢卿ネジメ：ノトIこ係る計画が作成  
されている場合に岬  

ル 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届  
け出て当該基準による食事の提供を行う指定地域密着型介護老人  
福祉施設が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、   
1日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、  
経口移行加算又は経口維持加算を算定している場合は、算定しな  
い。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている  
こと。  

口 入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の  

食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指  

定地域密着型介護老人福祉施設において行われていること。  
ヲ 看取り介護加算   

注㈹て   

市町村長l瑚し＼て、  
別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入所者について看取り  

ル 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届  

け出て当該基準による食事の提供を行う指定地域密着型介護老人  

福祉施設が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、  

1日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、  

経口移行加算又は経口維持加算を算定している場合は、算定しな  

い。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている  

こと。  

口 入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の  

食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指  

定地域密着型介護老人福祉施設において行われていること。  

ヲ 看取り介護加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する入所者については、  

当該基準に掲げる区分に従い、死亡日以前30日を上限として1日  

につき次に掲げる単位数を死亡月に加算する。ただし、退所した  
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月の翠日・から死亡日までの間は、享畔   

おいて、叩ま、算定しない。   

イ看取り介護加算（＝ 1即単位   

卿 0単位   

り 在宅復帰支援機能加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介護   
老人福祉施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合してい  
る場合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 入所者の家族との連絡調整を行っていること。  

口 入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、  
入所者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所後の居宅  

サービスの利用に関する調整を行っていること。  

力 在宅・入所相互利用加算  30単位   

注 別に厚生労働大臣が定める者に対して、別に厚生労働大臣が定   
める基準に適合する指定地域密着型介護福祉施設サービスを行う   

場合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

ヨ 小規模拠点集合型施設加算  50単位   

注 同一敷地内に複数の居住単位を設けて指定地域密着型介護福祉   
施設入所者生活介護を行っている施設において、5人以下の居住   

単位に入所している入所者については、1日につき所定単位数を  
加算する。  

介護を行った場合にあっては、死亡日以前4日以上30 日以下に  
ついては1日につき80単位を、死亡日の前日及び前々日について  

は1日につき680単位を、死亡日については1日につき1，280単位  

を死亡月に加算する。ただし、退所した日の翌日から死亡日まで  

中間は、算：定しない。  

り 在宅復帰支援機能加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介護  
老人福祉施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合してい  
る場合ヒあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 入所者の家族との連絡調整を行っていること。  

ロ 入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、  
入所者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所後の居宅  
サービスの利用に関する調整を行っていること。  

力 在宅・入所相互利用加算  30単位   

注 別に厚生労働大臣が定める者に対して、別に厚生労働大臣が定  

める基準に適合する指定地域密着型介護福祉施設サービスを行う  
場合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

ヨ 小規模拠点集合型施設加算  50単位   

注 同一敷地内に複数の居住単位を設けて指定地域密着型介護福祉  
施設入所者生活介護を行っている施設において、5人以下の居住  

単位に入所している入所者については、1日につき所定単位数を  
加算する。  

タ 認知症専門ケア加算   

注潤準■合しているものとして市町  

村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、別に厚生労  
働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合には、  
当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位数  
を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している  

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。   
川認知症専門ケア卯算（ト            ト 3単位   

（2）認知症専門ケア加算（Ⅱ）  4単位  

匪霜   

レ サービス提供体制強化稗貫   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町   

村長に届Iナ出た指定地域密着卿対し  
指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、  
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○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十七号）（抄）  

（変更点は下線部）  

現  行  改 正 案  

別表  

1 介護予防訪問介護費（1月につき）   

イ 介護予防訪問介護費（Ⅰ）   

ロ 介護予防訪問介護費（Ⅱ）   

ハ 介護予防訪問介言葉費（Ⅲ）  

別表  

1 介護予防訪問介護費（1月につき）   

イ 介護予防訪問介護費（Ⅰ）   

ロ 介護予防訪問介護費（Ⅱ）   

ハ 介護予防訪問介護費（Ⅲ）  

1，234単位  

2．468単位  

4，010単位  

1，234単位  

2，468単位  

4，010単位  

注1 利用者に対して、指定介護予防訪問介護事業所（指定介護予防  

サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー  

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準   

（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス基  

準」という。）第5条第1項に規定する指定介護予防訪問介護事  
業所をいう。以下同じ。）の訪問介護貞等が、指定介護予防訪問  
介護（指定介護予防サービス基準第4条に規定する指定介護予防  
訪問介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、次に掲げる区分  
に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。  

イ 介護予防訪問介護費（Ⅰ）介護予防サービス計画（介護保険  
法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第8条の2第  
18項に規定する介護予防サービス計画をいう。介護保険法施行  
規則（平成11年厚生省令第36号）第83条の9第1号ハ及びこに  

規定する計画を含む。以下同じ。）において1週に1回程度の  
指定介護予防訪問介護が必要とされた者  

口 介護予防訪問介護費（Ⅱ）介護予防サービス計画において1  
週に2回程度の指定介護予防訪問介護が必要とされた者  
ハ 介護予防訪問介護費（Ⅲ）介護予防サービス計画においてロ  

に掲げる回数の程度を超える指定介護予防訪問介護が必要とさ  
れた者（その要支援状態区分が要介護認定等に係る介護認定審  
査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成＝年厚生  
省令第58号）第2条第1項第2号に掲げる区分である者に限る。）   

2 別に厚生労働大臣が定める者が指定介護予防訪問介護を行う場  

注1 利用者に対して、指定介護予防訪問介護事業所（指定介護予防  
サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー  
ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準  
（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス基  

準」という。）第5条第1項に規定する指定介護予防訪問介護事  
業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等が、指定介護予防訪問  
介護（指定介護予防サービス基準第4条に規定す‘る指定介護予防  

訪問介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、次に掲げる区分  
に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。  
イ 介護予防訪問介護費（Ⅰ）介護予防サービス計画（介護保険  
法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第8条の2第  
18項に規定する介護予防サービス計画をいう。介護保険法施行  
規則（平成11年厚生省令第36号）第83条の9第1号ハ及びこに  

規定する計画を含む。以下同じ。）において1週に1回程度の  
指定介護予防訪問介護が必要とされた者  

口 介護予防訪問介護費（Ⅱ）介護予防サービス計画において1  

週に2回程度の指定介護予防訪問介護が必要とされた者  
ハ 介護予防訪問介護費（Ⅲ）介護予防サービス計画においてロ  
に掲げる回数の程度を超える指定介護予防訪問介護が必要とさ  
れた者（その要支援状態区分が要介護認定等に係る介護認定審  
査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成11年厚生  
省令第58号）第2条第1項第2号に掲げる区分である者に限る。）   

2 別I榔のとして都道帝県  
知事に届け出た指定介護予防訪問介護事業所において、別に厚生  

‾ヤー   

合は、平成21年3月31日  までの間、  所定単位数の100分の80に相当  
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労働大臣が定める者が指定介護予防訪問介護を行う場合は、  する単位数を算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問介   
護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し   
ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され   

る事務所の訪問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った場合は、   

特別地域介護予防訪問介護加算として、1月につき所定単位数の1   

00分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

2年3月31日までの間、所定単位数の100分の80に相当する単位数  

を算定する。   

3 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問介   

護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し  
ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され  
る事務所の訪問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った場合は、  
特別地域介護予防訪問介護加算として、1月につき所定単位数の1  
00分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

凋紺こ厚生労働   

大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問介護事業所（そ   

の一部として使用される事務所が当該地域lこ軒在しない場合は、   

当卿く。）又はその一部として使用される事務所の言方   
間介護員等が指定介護予防訪問介護を行った場合鱒、1月につき   
所定単位数の100分の10に相当する単卿こ加算す   
皇⊥．  

5凝集事業所の訪問介言隻員等が、別に厚生労働大   
臣が定める地鱒に唇任している利用者に対して、通常の事業の実施   
地域（指定介護予防サービス基準第26条第5号に規定する通常の事   
業の実施地域をいう」を越えて、手旨定介護予防訪問介護を行った   

場合は、1月につき所定単位岬当する単位数を所定   
単位数に加算する。  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模  

多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を  

受けている間は、介護予防訪問介護費は、算定しない。   

ヱ 利用者が－の指定介護予防訪問介護事業所において指定介護予  

防訪問介護を受けている間は、当該指定介護予防訪問介護事業所  
以外の指定介護予防訪問介護事業所が指定介護予防訪問介護を行  
った場合に、介護予防訪問介護費は、算定しない。  

＝朋 200単位   

注働附こおいて、新規Iこ介護予防訪問介   

護計画（指定介護予防サービス基準第39条第2号の介護予防訪問   

介護計画をいう。）を作成した利用者に対して、サービス提供専   

任考騨奉答第5琴第2項のサービス提供責  
任者をいう。以下この号において同じ。）が初回若しくは初回の   

生 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模   
多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を   
受けている間は、介護予防訪問介護費は、算定しない。  

旦 利用者が－の指定介護予防訪問介護事業所において指定介護予   
防訪問介護を受けている間は、当該指定介護予防訪問介護事業所   
以外の指定介護予防訪問介護事業所が指定介言葉予防訪問介護を行   

った場合に、介護予防訪問介護費は、算定しない。  
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指定介護予防訪問介護を行った日の属する月に指定介護予防訪問  
介護を行った場合又は当該指定介護予防訪問介護事業所のその他  

の訪問介護員等が初回若しくは初回の指定介護予防串間介護を行  
った日の属する月に指定介護予防訪問介護を行った際にサービス  

つき所定単位数を加算  した場合は、1月に   供責任者が同行  

2 介護予防訪問入浴介護費  
イ 介護予蛎訪問入浴介護費  854単位   

注1利用者に対して、指定介護予防訪問入浴介護事業所（指定介護  
予防サービス基準案47条第1項に規定する指定介護予防訪問入浴  
介護事業所をいう。以下同じ。）の看護職員（看護師又は准看護  
師をいう。以下同じ。）1人及び介護職員1人が、指定介護予防  
訪問入浴介護（指定介護予防サービス基準第46条に規定する指定  

介護予防訪問入浴介護をいう。以下同じ。）を．行った場合に算定  
する。   

2 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障  
を生ずるおそれがないと認められる場合に、その主治の医師の意  
見を確認した上で、指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護職員  
2人が、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数  
の100分の95に相当する単位数を算定する。   
3 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であ  

って、当該利用者の希望により清拭又は部分浴（洗髪、陰部、足  
部等の洗浄をいう。）を実施したときは、所定単位数の100分の70  

に相当する単位数を算定する。   

4 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問入  
浴介護事業所の指定介護予防訪問入浴介護従業者（指定介護予防  
サービス基準第47条第1項に規定する指定介護予防訪問入浴介護  

2 介護予防訪問入浴介護費  854単位  

注1 利用者に対して、指定介護予防訪問入浴介護事業所（指定介護  

予防サービス基準第47条第1項に規定する指定介護予防訪問入浴  
介護事業所をいう。以下同じ。）の看護職員（看護師又は准看護  
師をいう。以下同じ。）1人及び介護職員1人が、指定介護予防  
訪問入浴介護（指定介護予防サービス基準第46条に規定する指定  

介護予防訪問入浴介護をいう。以下同じ。）を行った場合に算定  
する。   

2 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障  

を生ずるおそれがないと認められる場合に、その主治の医師の意  
見を確認した上で、指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護職員  
2人が、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数  
の100分の95に相当する単位数を算定する。   

3 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であ  

って、当該利用者の希望により清拭又は部分浴（洗髪、陰部、足  
部等の洗浄をいう。）を実施したときは、所定単位数の100分の70  

に相当する単位数を算定する。   

4 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問入  

浴介護事業所の指定介護予防訪問入浴介護従業者（指定介護予防  
サービス基準第47条第1項に規定する指定介護予防訪問入浴介護  
従業者をいう。）が指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、  

特別地域介護予防訪問入浴介護加算として、1回につき所定単位  
数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

以下同じ。）が指定介護予防訪問入浴介護を行っ   従業者をいう。  

た場合は、特別地域介護予防訪問入浴介護加算として、1回につ   
き所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算す   

る。  

5 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、カ、つ、即lこ厚生剰動  

大臣が恵める施設基準に適合する指定卿選  

所の介護予防訪問入浴介護従業者が指定介護予 訪問入浴介  

行った場合は、1回につき所定単位数の100分の10に相当する単塵   
数を所定単位数に加算する。  
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6 指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従業  巨 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介   
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模   
多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を   

受けている間は、介護予防訪問入浴介護費は、算定しない。  

考が潤  

して、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第53条  
第5号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越えて、指  

定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、1回につき所定単位数   の10P分の5聯   
ユ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介  

護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模  
多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を  
受けている間は、介護予防訪問入浴介護費は、算定しない。  

ロ サービス提供体制強化加算  24単位   

注瑚て都準   

府県卿事革所が、利用者  

に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、1回につき  
所定単位数を加算する。  

3 介護予防訪問者浅黄   

イ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合   

（1）所要時間20分未満の場合   

（2）所要時間30分未満の場合   

（3）所要時間30分以上1時間未満の場合   

（4）所要時間1時間以上1時間30分・未満の場合   

口 病院又は診療所の場合   

（1）所要時間20分未満の場合   

（2）所要時間30分未満の場合   

（3）所要時間30分以上1時間未満の場合   

（4）所要時間1時間以上1時間30分未満の場合  

3 介護予防訪問看貫隻費   

イ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合   

（1）所要時間20分未満の場合   

（2）所要時間30分未満の場合   

（3）所要時間30分以上1時間未満の場合   

（4）所要時間1時間以上1時間30分未満の場合   
口 病院又は診療所の場合   

（1）所要時間20分未満の場合   

（2）所要時間30分未満の場合   

（3）所要時間30分以上1時間未満の場合   

（4）所要時間1時間以上1時間30分未満の場合   

285単位   

425単位   

830単位  

1．198単位  

230単位   

343単位   

550単位   

845単位  

285単位   

425単位   

830単位  

1，198単位  

230単位   

343単位   

550単位   

845単位  

注1 通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣  

が定める疾病等の患者を除く。）に対して、その主治の医師の指  
示（指定介護予防訪問看護ステーション（指定介護予防サービス  
基準第63条第1項第1号に規定する指定介護予防訪問看護ステー  
ションをいう。以下同じ。）にあっては、主治の医師が交付した  
文書による指示）及び介護予防訪問看護計画書（指定介護予防サ  
ービス基準第73条第2項第2号に規定する介護予防訪問看護計画   

書をいう。以下同じ。）に基づき、指定・介護予防訪問看護事業所   

（同項に規定する指定介護予防訪問看護事業所をいう。以下同じ。）  

注1 通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣  
が定める疾病等の患者を除く。）に対して、その主治の医師の指  
示（指定介護予防訪問看護ステーション（指定介護予防サービス  
基準第63条第1項第1号に規定する指定介護予防訪問看護ステー  
ションをいう。以下同じ。）にあっては、主治の医師が交付した  

文書による指示）及び介護予防訪問看護計画書（指定介護予防サ  
ービス基準第73条第2項第2号に規定する介注予防訪問看護計画  

書をいう。以下同じ。）に基づき、指定介護予防訪問看護事業所   

（同項に規定する指定介護予防訪問看護事業所をいう。以下同じ。）   
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の保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しく   

は言語聴覚士（以下「看護師等」という。）が、指定介護予防訪   

問看護（指定介護予防サービス基準第62条に規定する指定介護予   
防訪問看護をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に要した時   

間ではなく、介護予防訪問看護計画書に位置付けられた内容の指   

定介護予防訪問看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数   
を算定する（指定介護予防訪問看護の所要時間が20分未満であっ   

て、かつ、夜間若しくは早朝又は深夜に行われる場合は、イ（1）又   

はロ（1）の単位数を算定する。）。ただし、准看講師が指定介護予防   

訪問看護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位   

数を算定し、指定介護予防訪問看護ステーションの理学療法士、   
作業療法士又は言語聴覚士が指定介護予防訪問看護を行った場合   

は、次に掲げる区分lこ応じ、それぞれ所定単位数を算定する。   

イ 所要時間30分未満の場合  425単位   

口 所要時間30分以上1時間未満の場合  830単位  

2 夜間又は早朝に指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回に   

つき所定単位数の100分の25に相当する単位数を所定単位数に加算   

し、深夜に指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回につき所   
定単位数の100分の50に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

3 棚卸動大臣が定める基準を満たす場合であって、同時に  

複数の看護師等が1人卿を  
行ったときは、瑚釧こ応じ、1回lこつきそれぞれの単   
位数を所定単位数に加算する。   

イ側 254単位   

口側 402単位  

4 イ（4）及びロ（4）について、指定介護予防訪問看護lこ関し、特別   

な管理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状態にあ   
るものに限る。以下同じ。）lこ対して、所要時間1時間以一上1時  
間30分未満の瀾定介護予聯旨定介  
準予鱒訪問看護を行う場合であって、ぎ該指定介講予防訪問看護   
の所要時間を通算した時間が1時間30分以上となるときは、1回   
につき300単位を所定単位数に加算する。  

邑 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問看   
護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し   
ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され  

の保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しく   

は言語聴覚士（以下「看護師等」という。）が、指定介護予防訪   

問看護（指定介護予防サービス基準第62条に規定する指定介護予   

防訪問看護をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に要した時   

間ではなく、介護予防訪問看護計画書にイ立置付けられた内容の指   

定介護予防訪問看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数   

を算定する（指定介護予防訪問看護の所要時間が20分未満であっ   

て、かつ、夜間若しくは早朝又は深夜に行われる場合は、イ（1）又   

はロ川の単位数を算定する。）。ただし、准看護師が指定介護予防   

訪問看護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位   

数を算定し、指定介護予防訪問看護ステーションの理学療法士、   
作業療法士又は言語聴覚士が指定介護予防訪問看護を行った場合   

は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。   

イ 所要時間30分未満の場合  425単位   

口 所要時間30分以上1時間未満の場合  830単位  

2 夜間又は早朝に指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回に   

つき所定単位数の100分の25に相当する単位数を所定単位数に加算   

し、深夜に指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回につき所   
定単位数の100分の50に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

k－ぷ占   

邑 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問看   
護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し   

ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され  
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る事務所の看護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合は、特   

別地域介護予防訪問看言隻加算として、1回につき所定単位数の100   

分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

6 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働   

る事務所の看護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合は、特  

別地域介護予防訪問看護加算として、1回につき所定単位数の100  

分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

大屋が定める施即そ   

の一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、   

当該事務所を除雄一⊥郎として使一嗣される事琴所の看   
護師筆力騨1回lこつき所定   
単位数の100分の10に相当する単位徴を所定単位数に卯草する。  

1埠牢介護予防書を同軍護事業所の看護師等が、別lこ厚生労働大臣   

が定める地域に居住してい御車業の宰確   

地域（指定介護予防サービス基準第72条第5号に規定する通常の  
事業の実施地域をいう。）を越えて、指定介護予防訪問看護を行  

った場合は、1回につき所定単位数の100分の5に相当する単位数   

を所定単位数に加算すろ。  

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護ステーションが、利用   
者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準により2   

4時間連絡体制にあって、かつ、計画的に訪問することとなってい   

ない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊急時介護予防訪問   
看護加算として、1月につき540単位を所定単位数に加算し、指定   
介護予防訪問看護を担当する医療機関（指定介護予防サービス基   
準第63条第1項第2号に規定する指定介護予防訪問看護を担当す   
る医療機関をいう。）が、利用者の同意を得て、計画的に訪問す   

ることとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊   

急時介護予防訪問看護加算として、1月につき290単位を所定単位   

数に加算する。  

旦 指定介護予防訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者に   
対して、指定介護予防訪問看護事業所が、指定介護予防訪問看護   

の実施に関する計画的な管理を行った場合は、特別管理加算とし   
て、1月につき250単位を所定単位数に加算する。   

建 指定介護予防訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介   
護老人保健施設の医師を除〈。）が当該者が急性増悪等により一   
時的に頻回の指定介護予防訪問看護を行う必要がある旨の特別の   

生 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   
府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護ステーションが、利用   

者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準によリ2   
4時間連絡体制にあって、かつ、計画的に訪問することとなってい   

ない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊急時介護予防訪問   
看護加算として、1月につき540単位を所定単位数に加算し、指定   
介護予防訪問看護を担当する医療機関（指定介護予防サービス基   
準第63条第1項第2号に規定する指定介護予防訪問看護を担当す   
る医療機関をいう。）が、利用者の同意を得て、計画的に訪問す   

ることとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊   

急時介護予防訪問看護加貫として、1月につき290単位を所定単位   
数に加算する。  

旦 指定介護予防訪問看護に閲し特別な管理を必要とする利用考⊥剋   

卿に対して、指   

定介護予防訪問看護事業所が、指定介護予防訪問看護の実施に関   
する計画的な管理を行った場合は、特別管理加算として、1月に   
つき250単位を所定単位数に加算する。  

旦 指定介護予防訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介   
護老人保健施設の医師を除く。）が当該者が急性増悪等により一   
時的に頻回の指定介護予防訪問看護を行う必要がある旨の特別の  
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指示を行った場合は、その指示の日から14日間に限って、介護予   

防訪問看護費は、算定しない。  

乙 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介   
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症   
対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問看護費は、   
算定しない。  

指示を行った場合は、その指示の日から14日間に限って、介護予  
防訪問看護費は、算定しない。   

止 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介  

護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症  
対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問看護費は、  

算定しない。   

ハ凋 6単位   

注潤合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、利用者に対  
し、指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回につき所定単位  
数を加算する。  

4 介護予防訪問リハビリテーション糞   
イ 介護予防訪問リハビリテーション責（1回につき）  305単位   

注1 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー  
ション事業所（指定介護予防サービス基準第79条第1項に規定す  
る指定介護予防訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）  

4 介護予防訪問リハビリテーション費（1日につき）  500単位  

注1 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテT  

ション事業所（指定介護予防サービス基準第79条第1項に規定す  

る指定介護予防訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）  
の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、計画的な医学的管   

理を行っている医師の指示に基づき、指定介護予防訪問リハビリ  

テーション（指定介護予防サービス基準第78条に規定する指定介   

護予防訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。）を行った場  

合に算定する。   

2 次lこ掲げるいずれの基準lこも適合する指定介護予防訪問り／＼ヒ   

リテーション事業所l＝ついて、リ′＼どリテーションマネジメ：ノト  

加算として、1日につき20単位を所定単位数に加算する。  

イ 医師、理学療法士、作業療法士、吉富吾聴覚士その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を作  
成しているこL   

岬旨示  

を受けた理学療法士、作業療法士又は言言吾聴覚士が指定介護予  
防訪問リハビリテーションを行っているとともに、利用者の状  
態を定期的に記録しているこL   
ハ 利用者ごとのり′＼どリテーション実施計画の進捗状況を定期  

的に評価し、叫ていること。   

ニ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の従業者が、指  

定介護予防支援事業者（法第卵条第1項に規定する指定介護予  

の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下こ  の号において  

「理学療法士等」という。）が、計画的な医学的管理を行ってい  

る医師の指示に基づき、指定介護予防訪問リハビリテーション（指  

定介護予防サービス基準第78条に規定する指定介護予防訪問リハ  
ビリテーションをいう。以下同じ。）を行った場合に算定する。  

P」顔占   
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防支援事業者をいう。以下同じ。）を：通じて、指定介護予防言方  

問介護の事業その他の介護予防サービス事業に係る従業者に対  
して、叫舌上の留意点、  

介護のエ夫等の情報を伝達しているこL  
テーション事業所の理学療法士等が、   リハビリ  指定介護予防訪問  

別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、  
通常の事業の実施地域（卿条第5号   
に規定する通常御題   

予防訪問リハビリテーションを行った場合鱒、1回につき所定単   

位数の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加算する。  
3 利用者に対して、当該利用者がリハビリテーションを必要とす   

る状態の原因となった疾患等の治療等のために入院又は入所した   
病院若しくは診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日（以   

下「退院（所）日」という。）又は法第32条第1項に規定する要   
支援認定を受けた日（以下「認定日」という。）から起算して3   
月以内の期間に集中的に指定介護予防訪問リハビリテーションを   
行った場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、1   
日につき200単位を所定単位数に加算する。   

3 弄り用者に対して、当該利用者がリハビリテーションを必要とす   

る状態の原因となった疾患等の治療等のために入院又は入所した   

病院若しくは診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日（以   

下「退院（所）日」という。）又は法第32条第1項に規定する要   
支援認定を受けた日（以下「認定日」という。）から起算して3   
月以内の期間に集中的に指定介護予防訪問リハビリテーションを   

行った場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、1   
日につき200単位を所定単位数に加算する。ただし、この場合にお   

いて、リハビリテーションマネジメント加算を算定していない場   

合は、算定しない。  
4 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介   
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症   
対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問リハビリテ   
ーション費は、算定しない。  

4 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介   
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介吉葉又は介護予防認知症   

対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問リハビリテ  
ーション費は、算定しない。  

口調 6単位 6早位   

注 鋸こ厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーション事業所   
が、利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテーションを行っ  
た場合は、1回につき所定単位数を加算する雲  

5 介護予防居宅療養管理指導費   

イ 医師又は歯科医師が行う場合   

（1）介護予防居宅療養管理指導費（Ⅰ）   

（2）介護予防居宅療養管理指導費（Ⅱ）  

5 介護予防居宅療養管理指導費   

イ 医師又は歯科医師が行う場合   

（1）介護予防居宅療養管理指導費（Ⅰ）   

（2）介護予防居宅療養管理指導費（Ⅱ）  

500単位  

290単位  

500単位  

290単位  

注1通院が困難な利用者に対して、指定介護予防居宅療養管理指   

導事業所（指定介護予防サービス基準第88条第1項に規定する   

注1 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防居宅療養管理指  
導事業所（指定介護予防サービス基準第88条第1項に規定する  
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指定介吉隻予防居宅療養管理指導事業所をいう。以下同じ。）の   
医師又は歯科医師が、当該利用者の居宅を言方間して行う計画的   

かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、指定介   
護予防支援事業者その他の事業者に対する介護予防サービス計   

画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに   

限る。）並びに利用者若しくはその家族等に対する介護予防サ   
ービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及   

び助言を行った場合に、1月に2回を限度として算定する。  

2（1）については、指定介護予防支援事業者等に対する情報提供   

を行わなかった場合は、1回につき100単位を所定単位数から減   

算する。  

3（1）については、（2）以外の場合に、（2）については、診療報酬の   

算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療   
報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）の在宅時   

医学総合管理料を算定する利用者に対して、医師が、当該利用   

者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づ   

き、指定介護予防支援事業者その他の事業者に対する介護予防   
サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て   

行うものに限る。）を行った場合に、所定単位数を算定する。  

指定介護予防居宅療養管理指導事業所をいう。以下同じ。）の  
医師又は歯科医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的  
かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、指定介  
護予防支援事業者その他の事業者に対する介護予防サービス計  
画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに  
限る。）並びに利用者若しくはその家族等に対する介護予防サ  
ービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及  

び助言を行った場合に、1月に2回を限度として算定する。  

2 川については、指定介護予防支援事業者等に対する情報提供  
を行わなかった場合は、1回につき100単位を所定単位数から減  
算する。  

3（1）については、（2）以外の場合に、（2＝こついては、診療報酬の  

算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療  
報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）の在宅時  
医学総合管理料又は特定施設入居時等医学総合管理料を算定す  
る利用者に対して、医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う  

計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、指定介護予防支援事  

業者その他の事業者に対する介護予防サービス計画の策定等に  

必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。）を行  
った場合に、所定単位数を算定する。  

ロ 薬剤師が行う場合  

（1）病院又は診療所の薬剤師が行う場合  

ロ 薬剤師が行う場合  

（1）病院又は診療所の薬剤師が行う場合   

卜）朋ま2回目の算定の場合  
仁）月の3回目以降の算定の場合  

550単位  

385単位   

ー・在宅の利用者に対し壬 

（二）朋吋しで行う場合  
（2）薬局の薬剤師が行う場合   

一 在宅の利用者に租して行i坦全 

に）居住系施設入居者等に対して行う場合  

550単位  

300単位  

（2）薬局の薬剤師が行う場合  

（－）月の1回目の算定の場合  500単位   500単位  

350単位  岬 300単位  

注1 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防居宅療養管理指  

導事業所の薬剤師が、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師  
にあっては、医師又は歯科医師の指示に基づき、当該薬剤師が  

策定した薬学的管理指導計画）に基づき、当該利用者の居宅を  
訪問し、薬学的な管理指導を行った場合に、1月に2回（薬局  
の薬剤師にあっては4回）を限度として算定する。ただし、別  
に厚生労働大臣が定める者に対して、当該利用者の居宅を訪問  
し、薬学的な管理指導を行った場合は、（1）q又は（2）自の場合に  

注1（1）卜）及び（2）（づについては、嘩≡（昭和3  
8年法律第133号）第20条の4に規定する養護老人ホーム、同法   

第20条の6に規定する軽費老人ホーム、瑚幕＝割こ規  
定する有料老人ホーム若しくは高齢者の居住の安定確保に関す   
る法律施行規則（平成13年国土交通省令第＝5号）第3条第6号  
に規定する高齢者専用賃貸住宅に入居若しくは入所している者  
又は法第8条の2第16項に規定する介護予防小規模多機能型居  
宅介護（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備   
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及び連歯並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介言葉予  

防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労  働省令第36号）碑〉  
若しくは法第8条の2第17項に規定する介護予防認知症対応型  
共同生活介護を受lナている者（以下「居住系施設入居者等Lと  
いう。）㈱及  び（2）に）l叫困難な  
ものに対して、指定介護予防居宅療養筆翠顆導事業所の薬剤師  
が、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬糾掛こあ？ては、医師  
又は歯科医師の手旨示に基づき、当該薬剤師が策定した薬学的管  
理指導計画）に基づき、当該利用者を言方間し、薬学的な管理指  
導を行い、関係職種への必要な報告及び情報提供を行った場合  
につき、1月に2回（薬局の薬剤師にあっては4回）を限度と  
して算定する。ただし、瑚こ厚生労  

働大臣が定める者に対して、当該利用者を訪問し、薬学的な管  

理指導を行った場合は、一1畔引こ8回を限度  
として算定する。  

2 療病緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投  

薬が行われている蜃紳入愚考葦に対し  

て、当該薬剤の使用に関する必要な薬学的管理指導を行った場  
合は、1回につき100単位を所定単位数に加算する。  

ハ 管理栄養士が行う場合   

川瑚 530単位  （2髄 450単位   
注 通院又は適所が困難な在宅の利用者又は居住系施設入居者等に  
対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防居宅  
療養管理指導事業所の管理栄養士が、計画的な医学的管理を行っ   

ている医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、栄養管理に係  

る情報提供及び指導又は助言を行った場合に、1月に2回を限度  

として算定する。  

イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低  

栄養状態にあると医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、  

管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利  
用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。  

ついて、1週に2回、かつ、1月に8回を限度として算定する。  

2 居宅において療病緩和のために別に厚生労働大臣が定める特  

別な薬剤の投薬が行われている利用者に対して、当該薬剤の使  
用に関する必要な薬学的管理指導を行った場合は、1回につき1  
00単位を所定単位数に加算する。  

ハ 管理栄養士が行う場合  530単位  

注 通院又は通所が困難な剋旦畳に対して、次に掲げるいずれの基   

準にも適合する指定介護予防居宅療養管理指導事業所の管理栄養   
士が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき」呈   

該利用者の居宅を訪問し、栄養管理に係る情報提供及び指導又は   
助言を行った場合に、1月に2回を限度として算定する。  

イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低  
栄養状態にあると医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、  

管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利   
一 用者ごとの摂食・蟻下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  

画を作成していること。  
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ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと   

もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提   
供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録   
していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと  

もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提  

供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録  
していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ニ 歯科衛生士等が行う場合  
川御 350単位   （2）倒 300単位   
注 通院又l享通所が困難な在宅の利用者又は居住系施設入居者等に  

対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防居宅  
療養管理指導事業所の歯科衛生士、保健師又は看護職員が、当該  

利用者に対して訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき」  
当該利用者を訪問し、実地指導を行った場合に、1月に4回を限  
度として算定する。  

イ 介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断し  
た者（その実施に同意する者に限る。）に対して、歯科衛生士、  

保健師又は看護職員が、当該利用者を訪問し、歯科医師、歯科  
衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状  
態及び摂食・噴下機能に配慮した管理指導計画を作成している  
こと。  

ロ 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当  

該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・峨下機能  
に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族  

等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、  
定期的に吉己録していること。  

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ホ 看護職臭が行う場合  400単位  

注1 通院が困難な利用者であって、医師が看護職具による介護予防  
居宅療養管理指導が必要であると判断した者に対して、指定介護  

予防居宅療養管理指導事業所の看護職鼻が当該利用者を訪問し、   
帝養上の相談及び支援を行った場合は、法第32条に規定する要支  
援認定、法第33条に規定する要支援認定の更新又は法第33条の2  
に規定する要支援状態区分の変更の認定に伴い作成された介護予  

要に応じて当該計画を見直していること。   

歯科衛生士等が行う場合 350単位  

注 通院又は通所が困難な剋旦量に対して、次に掲げるいずれの基   

準にも適合する指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科衛生   

士、保健師又は看護職員が、当該利用者に対して訪問歯科診療を   

行った歯科医師の指示に基づきL当該利用者の居宅を訪問し、実   
地指導を行った場合に、1月に4回を限度として算定する。  

イ 介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断し   

た者（その実施に同意する者に限る。）に対して、歯科衛生士、   

保健師又は看護職員が、卿、歯科医師、   

歯科衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛   
生状態及び摂食・噴下機能に配慮した管理指導計画を作成して  
いること。   

口 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当   

該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食■囁下機能   
に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族   

等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、  
定期的に記録していること。   

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必   

要に応じて当該計画を見直していること。  
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防サ側   

に規定する指定介護予防サ即   

ら榊師が   

指定介護予防居宅療養管理指導を行った場合は、所定単位数の100   

分岬  

2 利用者が定期的に通院している場合若しくは定期的に訪問診療  
を受けている場合又は利用者が介護予防言方間者注、介護予防訪問  

リハビリテーション、介護予防短期入所生活介桂、介護予防短期  

入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護若しくは介護予  
防鱒知症対卿  

6 介護予防適所介護黄（1月につき）   

イ 介護予蛎通所介護費   

（1）要支援1  2，226単位   

（2）要支援2  4，353単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  
て都道府県知事に届け出た指定介護予防適所介護事業所（指定  
介護予防サービス基準第97条第1項に規定する指定介護予防通  
所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護予防通  

所介護（指定介護予防サービス基準第96条に規定する指定介護  
予防通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の  

要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た  

だし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に  
厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大  
臣が定めるところにより算定する。  2潮旨  
定介護予防サービス基準第97条軍1項1こ規定す冬介言草予防通所  

介護従業者をし畔厚生労働大臣鱒冬め争地域lこ居  
住している利用者に対して、瑚（指定介護  
予防サーゼス基準第101条第6号に規零する通草卿  
域をいう」を越ネて、j旨定介護予防通所介護を行った場合は、  1脚定単位  
数に加算する。  

3別に厚生労働大臣が定める基準に適令しているものとして都  
道府県知事に届け出た指定介護予防通所介諌事業所においてト  

6 介護予防適所介護費（1月につき）   

イ 介護予防通所介護費   

（1）要支援1  2．226単位   

（2）要支援2  4，353単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  
て都道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所（指定  
介護予防サービス基準第97条第1項に規定する指定介護予防通  
所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護予防通  
所介護（指定介護予防サービス基準第96条に規定する指定介護  
予防通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の  

要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た  

だし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に  
厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大  
臣が定めるところにより算定する。  

保  若年性認知症利用者（介護  
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一  

に対して指定介護予防適所介護を行った場合にl事、若年性認知  
症利用者受入加算として、1月につき240単位を所定単位数に加  
算する。   

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  
模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  
護を受けている間は、介護予防通所介護費は、算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防適所介護事業所において指定介護  
予防通所介護を受けている間は、当該指定介護予防通所介護事  

業所以外の指定介護予防退所介護事業所が指定介護予防退所介  
護を行った場合に、介護予防通所介護費は、算定しない。  

ロ アクティビティ実施加算  嬰登壇   

注 利用者に対して、当該利用者の心身の状況、希望及びその置か  

れている環境を踏まえて作成された計画に基づき、アクティビテ  
ィ（集団的に行われるレクリエーション、創作活動等の機能訓練  
をいう。）を行った場合は、1月につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、同月中にハの運動器機能向上加算、   

ニの栄養改善加算又はホの卿、を算定し  

ている場合にあっては算定しない。  

ハ 運動器機能向上加算  225単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的  
に実施される機能訓練であって、利用者の心身の状態の維持又は  
向上に資すると認められるもの（以下この注において「運動器機  
能向上サービス」という。）を行った場合は、1月につき所定単  
位数を加算する。  

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法  

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ  
指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。）を1  
名以上配置していること。  

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、理学療法士等、  

介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、運動器機  

能向上計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学療法士等、経験  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  
、模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  

護を受けている間は、介護予防通所介護費は、算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防通所介護事業所において指定介護  
予防通所介護を受けている間は、当該指定介護予防退所介護事  

業所以外の指定介護予防適所介護事業所が指定介護予防通所介  
護を行った場合に、介護予防通所介護費は、算定しない。  

ロ アクティビティ実施加算  81単位   

注 利用者に対して、当該利用者の心身の状況、希望及びその置か  

れている環境を踏まえて作成された計画に基づき、アクティビテ  
ィ（集団的に行われるレクリエーション、創作活動等の機能訓練  
をいう。）を行った場合は、1月につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、ハの運動器機能向上加算、ニの栄養  
改善加算又はホの口腔機能向上加算に係る届出を行っている場合  
は算定しない。  

ハ 運動器機能向上加算  225単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的  
に実施される機能訓練であって、利用者の心身の状態の維持又は  
向上に資すると認められるもの（以下この注において「運動器機  
能向上サービス」という。）を行った場合は、1月につき所定単  
位数を加算する。  

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法  

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ  
指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。）を1  
名以上配置していること。  

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、理学療法士等、  
介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、運動器機  

能向上計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学療法士等、経験  
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のある介護職員その他の職種の者が運動器機能向上サービスを   

行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に記録し   
ていること。  

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価   
すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防   

のある介護職員その他の職種の者が運動器機能向上サービスを  

行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に記録し  
ていること。  

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  
すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
通所介護事業所であること。  

ニ 栄養改善加算  100単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  
知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある  
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、  

個別的に実施される栄養食手相談等の栄養管理であって、利用者  
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ  

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、   
1月につき所定単位数を加算する。  

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  

職貞、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  
用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。  

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  
と＿  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
通所介護事業所であること。  

ホ 口腔機能向上加算  100単位  

通所介護事業所であること  

栄養改善加算  150単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   
知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   

利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   

個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   
の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   
ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  
職鼻、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  
用者ごとの摂食・膝下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  

と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
通所介護事業所であること。  

ホ 口腔機能向上加算  150単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個   

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・膝下機   
能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状   
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい   
て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   
知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個   

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・喋下機   
能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状   
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい   
て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  
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F－・   

つき所定単位数を加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職鼻を1名以上配置してい  
ること。  

口 利用者の口腔機能を利用開始時に兜握し、言語聴覚士、歯科  

衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が  

共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して  
いること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、  
歯科衛生士又は看護職鼻が口腔機能向上サービスを行っている  

とともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。  

へ’事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、評価  
対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の  
属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数を加算する。  

つき所定単位数を加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科  

衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が  
共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して  
いること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、  
歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っている  
とともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  
ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。  

へ 専業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
府県知事に届け出た指定介護予防適所介護事業所において、評価  
対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の  
属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数を加算する。  

ト サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適■合しているものとして都道  
府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所が利用者に対し  
指定介護予防通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に   

従い、瑚こ応じて1月につき次に掲げる所  
定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定  

の 他の加算は算定しない。  している場合においては、次に掲げるそ  

川 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

要支援1 
要支援2 
（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

要支援1  

要支援2 
7 介護予防通所リハビリテーション費（1月につき）   
イ 介護予防通所リハビリテーション費   

（1）要支援1  

坐豊塵  

96単位   

24単位  

48単位  

7 介護予防適所リハビリテーション糞（1月につき）   

イ 介護予防通所リハビリテーション費   

（1）要支援1  2，496単位  2，496単位  
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（2）要支援2  4．880単位  

注1 指定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護予防  
サービス基準第117条第1項に規定する指定介護予防通所リハビ   

リテーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護  
予防通所リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第116  

条に規定する指定介護予防通所リハビリテーションをいう。以  

下同じ。）を行った場合に、利用者の要支援状態区分に応じて、  

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、  

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護  

（2）要支援2  4，880単位  

注1 指定介護予防適所リハビリテーション事業所（指定介護予防  
サービス基準第117条第1項に規定する指定介護予防通所リハビ   

リテーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護  

予防適所リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第116  

条に規定する指定介護予防適所リハビリテーションをいう。以  
下同じ。）を行った場合に、利用者の要支援状態区分に応じて、  

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、  

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護  
職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、  

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2において「理学療法士等」という。）   職員（以下この注1及び注  

の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別   
に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

瑚蕨凍土等   

が、別に騨対  欄奉準革120  
舞第6号に規定す聯て、   指軍介岬1月に   
つき所牢阜卿こ加   

算する。  3牒て都  
草府県碑ション事   

業所において、琴年性琴知直利用者に対して指定介準予防通所  
リハビリテーションを行った場合には、若年性認知症利用者受   
左担婁上＿し三⊥」j．⊆ユ皇祖旦草堂＿皇．蜘＿  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規   
模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介   
護を受けている間は、介護予防退所リハビリテーション費は、   
算定しない。  

旦 利用者が－の指定介護予防通所リハビリテーション事業所に   
おいて指定介護予防通所リハビリテーションを撃けている間は、   

当該指定介護予防適所リハビリテーション事業所以外の指定介   
護予防通所リハビリテーション事業所が指定介技予防通所リハ   
ビリテーションを行った場合に、介護予防通所リハビリテーシ   
ョン費は、算定しない。  

乙 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規   
模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介   

護を受けている間は、介護予防通所リハビリテーション費は、   
算定しない。  

旦 利用者が－の指定介護予防適所リハビリテーション事業所に   
おいて指定介護予防通所リハビリテーションを受けている間は、   

当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所以外の指定介   

護予防通所リハビリテーション事業所が指定介護予防適所リハ   
ビリテーションを行った場合に、介護予防適所リハビリテーシ   
ョン費は、算定しない。  

ロ 運動器機能向上加算  225単位   225単位  ロ 運動器機能向上加算  
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注 次に鴇げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   
知事に虚け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的  
に実施されるリハビリテーションであって、利用者の心身の状態  

の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において  

「運動器機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注におい  

て「理学療法士等」という。）を1名以上配置していること。  

口 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、医師、理学療  

法士等、看護職員、介護職員その他の織種の者が共同して、運  
動器機能向上計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い医師又は医師の指示  

を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サー  
ビスを行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に  
記録していること。  

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  
すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
通所リハビリテーション事業所であること。  

ハ 栄養改善加算  150単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  
知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある  
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、  
個別的に実施される栄養食手相談等の栄養管理であって、利用者  
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ  
の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、   
1月につき所定単位数を加算する。  

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。  
口 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、  

理学療法士等、看護職員、介護職員その他の職種の暑が共同し  

て、利用者ごとの摂食・礁下機能及び食形態にも配慮した栄養  
ケア計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的  
に実施されるリハビリテーションであって、利用者の心身の状態  
の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において   

「運動器機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注におい  

て「理学療法士等」という。）を1名以上配置していること。  

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、医師、理学療  

法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して、運  
動器機能向上計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い医師又は医師の指示  

を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サー  
ビスを行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に  
記録していること。  

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
通所リハビリテーション事業所であること。  

ハ 栄養改善加算  100単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  
知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある  
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、  
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者  
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ  
の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、   

1月につき所定単位数を加算する。  

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。  

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、  

理学療法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同し  

て、利用者ごとの摂食・喋下機能及び食形態にも配慮した栄養  
ケア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。  
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ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ   

と。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防   

通所リハビリテーション事業所であること。  

口腔機能向上加算  150単位   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ   

と。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防   

通所リハビリテーション事業所であること。  

口腔機能向上加算  100単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある  
利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個  

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・喋下機  
能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状  
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい  

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  
つき所定単位数を加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
ること。  

口 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、  
言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成  
していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若  

しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又  
は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス  

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して  
いること。  

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所リハビリテーション事業所であること。  

ホ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所  
において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）  

の満了日の属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数  

を加算する。  

ヘ サービス提供体制強化加算  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  
知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある  
利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個  

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・噴下機  
能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状  
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい  

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  
つき所定単位数を加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、  
言語聴覚士、歯科衛生士、看護職貞、介護職員その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成  
していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若  

しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又  
は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス  

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して  
いること。  

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
通所リハビリテーション事業所であること。  

ホ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所  
において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）  

の満了日の属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数  
を加算する。  
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   
府県知卓に届け出た指定介護予防適所リハビリテーション事業所   
が、利用者に対し、指定介護予防通所リハビリテーションを行っ  

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区  

分に応じて1月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、  

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に  
掲げるその他の加算は算定しない。  

川‡サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   

要支援1   

要支援2  

坐豊塵  

96単位  

（2） トビス提供体制強化加算（Ⅱ）   

要支援1 24単位   

要支援2  48単位  

8 介護予防短期入所生活介護費（1日につき）   

イ 介護予防短期入所生活介護責   

（1）単独型介護予防短期入所生活介護費   

（－）単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  

a 要支援1  
b 要支援2   

（二）単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）  

a 要支援1  b㈲   
（2）併設型介護予防短期入所生活介護貴  

卜）併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  

a 要支援1  b㈲   
（ヨ 併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）  

a 要支援1  
b 要支援2   

ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

（1）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費  

卜）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  

牢 巴転ブi  
b 要支援2  
（ニ）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）  

8 介護予防短期入所生活介護費（1日につき）   
イ 介護予防短期入所生活介護費   

（1）単独型介護予防短期入所生活介護費  

（－）単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  a㈲  b㈲  
亡）単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）  a㈲  
b 要支援2   

（2）併設型介護予防短期入所生活介護費  

（－）併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  a㈲  b㈲  
仁）併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）  a㈲  b㈲   

ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

（1）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介捷費  

卜）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  
口 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）  

492単位  

611単位   

536単位  

667単位  

478単位  

597単位  

522単位  

653単位  

464単位  

577単位   

亭り単位  

633単位  

450単位  

563単位   

500単位  

619単位  

571単位  

695単位   

557単位  

681単位  

ー19－  



a㈲  b㈲  
（2）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

卜）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介言葉費（Ⅰ）  a㈲  b㈲   
ヒ）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）  

a 要支援1  

557単位  

681単位  

a㈲ 571単位  
b 要支援2  695単位  

（2）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費  

（－）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  

a 要支援1  
b 要支援2   

亡）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）  

a 要支援1  

526単位  

657単位   

526単位  

540単位  

671単位  

540単位   b⑯ 単位  
注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚  

生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を  
満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入  
所生活介護事業所（指定介護予防サービス基準第129条第1項に  
規定する指定介護予防短期生活介護事業所をいう。以下同じ。）  
（同条第2項の規定の適用を受けるもの及び同条第4項に規定  

する併設事業所を含む。）において、指定介護予防短期入所生  

活介護（指定介護予防サービス基準第128条に規定する指定介護  

予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、  

当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準  
に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それ  

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤  

務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の  
97に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は介護職  
員若しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  
該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定  
する。   

2 ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな  
い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数  

を算定する。   

3 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を   
1名以上配置しているもの（利用者の数（指定介沫予防サービ  
ス基準第129条第2項の規定の適用を受ける指定介護予防短期入  
所生活介護事業所又は同条第4項に規定する併設事業所である  
指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっては、利用者の数  
及び同条第2項の規定の適用を受ける特別養護老人ホーム又は   

b 要支援2  657単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚  

生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を  
満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入  
所生活介護事業所（指定介護予防サtビス基準第129条第1項に  

規定する指定介護予防短期生活介護事業所をいう。以下同じ。）   

（同条第2項の規定の適用を受けるもの及び同条第4項に規定  

する併設事業所を含む。）において、指定介護予防短期入所生  

活介護（指定介諌予防サービス基準第128条に規定する指定介護  

予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、  

当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準  
に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分Iこ応じて、それ  

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤  

務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の  

97に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は介護職  
員若しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  
該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定  
する。   

2 ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな  
い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数  

を算定する。   

3 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を   
1名以上配置しているもの（利用者の数（指定介護予防サービ  
ス基準第129条第2項の規定の適用を受ける指定介護予防短期入   

所生活介護事業所又は同条第4項に規定する併設事業所である   
指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっては、利用者の数   
及び同条第2項の規定の適用を受ける特別養護老人ホーム又は  
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】 1  t－ ▲▲    ■－ 一  

指定介護予防サービス基準第132条第4項に規定する併設本体施   
設の入所者又は入院患者の数の合計数。以下この注において同   

じ。）が100を超える指定介護予防短期入所生活介韓事業所にあ   

っては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法   
士等を1名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機   
能訓練指導員として常勤換算方法（指定介護予防サービス基準   
第2条第7号に規定する常勤換算方法をいう。介護予防特定施   
設入居者生活介護費の注2において同じ。）で利用者の数を100   
で除した数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け   

出た指定介護予防短期入所生活介護事業所について、1日につ   

き12単位を所定単位数に加算する。  

生」星座旦」選知症（法第8条第16項に規定する認知症を巳＿主」   

以下同じ。）㈱在宅での生   
獲が鰍舌介護を利用   

する㈱隻予防短期   

入所生活介桂を行った場合は、利用を開始した日から起算して  

指定介護予防サービス基準第132条第4項に規定する併設本体施  
設の入所者又は入院患者の数の合計数。以下この注において同  
じ。）が100を超える指定介護予防短期入所生活介護事業所にあ  

っては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法  
士等を1名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機  
能訓練指導員として常勤換算方法（指定介護予防サービス基準  
第2条第7号に規定する常勤換算方法をいう。介護予防特定施  
設入居者生活介護費の注2において同じ。）で利用者の数を100  

で除した数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け  

出た指定介護予防短期入所生活介護事業所について、1日につ  

き12単位を所定単位数に加算する。  

阜 位数に加算する。  として、1日につき200単位を所定   5凍て都  
道府県柵こ   

おし欄て指定介捜予防短斯入所生  

活介護を待った場今に晒して  

1即瑚ただし、注4を算   
定している場合は革定しない。  

巨 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ   
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予   
防短期入所生活介護事業所との問の送迎を行う場合は、片道に   
つき184単位を所定単位数に加算する。  

乙 次のいずれかに該当する者に対して、単独型介護予防短期入   

所生活介護費又は併設型介護予防短期入所生活介護費を支給す   

る場合は、それぞれ、単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   

又は併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により■、従来型個室の利用の必要があると医師が  
判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室  
を利用する者  

生 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ   
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予   
防短期入所生活介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に   
つき184単位を所定単位数に加算する。  

邑 次のいずれかに該当する者に対して、単独型介護予防短期入   
所生活介護費又は併設型介護予防短期入所生活介護費を支給す   

る場合は、それぞれ、単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   

又は併設型介護予防短期入所生活介護黄（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が  

判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室  
を利用する者  

巨   
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ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況   

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利  
用の必要があると医師が判断した者  

邑 指定介護予防サービス基準第129条第2項の規定の適用を受け   
る指定介護予防短期入所生活介護事業所に係る注3の規定によ   
る届出については、指定施設サービス等に要する費用の額の算   
定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）別表指定施設サ   
ービス等介護給付費単位数表（以下「指定施設サービス等介護   
給付費卓位数表」という。）の規定により、注3の規定による   
届出に相当する介護福祉施設サービスに係る届出があったとき   
は、注3の規定による届出があったものとみなす。  

旦 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所生活介   
護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた   

指定介護予防短期入所生活介護については、介護予防短期入所   
生活介護費は、算定しない。  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利  
用の必要があると医師が判断した者   

旦 指定介護予防サービス基準第129条第2項の規定の適用を受け  
る指定介護予防短期入所生活介護事業所に係る注3の規定によ  
る届出については、指定施設サービス等に要する費用の額の算  
定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）別表指定施設サ  
ービス等介護給付費単位数表（以下「指定施設サービス等介護  

給付費単位数表」という。）の規定により、注3の規定による  
届出に相当する介護福祉施設サービスに係る届出があったとき  
は、注3の規定による届出があったものとみなす。   

ユ 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所生活介  
護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた  
指定介護予防短期入所生活介護については、介護予防短期入所  
生活介護費は、算定しない。  

ハ 栄養管理体制加算  （1）働 12単位   
㈱ 10単位   

注1（1＝こついては、次lこ掲げるいずれの基準にも適合しているも  

¢として都道府県知事lこ届け出た‡旨定介護予防短期入所封舌介  

護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準lこ嵐合している‡旨定介護予  

防短期入所生活介護事業所であるこL   
…については、次lこ掲げるいずれの基準lこも適合しているも  
のとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介  
護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。ただし、  

している場合は、  管理栄養士配置加算を算定  この場合において、  

算定しない。  

イ㈲  

甲 矧＝こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合している手旨定介護予  

防短期入所生活介護事業所であるこL  
芸 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予防短  

色 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予防短  
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期入所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提  

供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている   
こと。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の   

食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指   

定介護予防短期入所生活介護事業所において行われていること。  
ニ サービス提供体制強化加算   

注 射こ厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして   

都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介護事業   
所が、利用者に対し、嘩   
た埠今は、彗卿こ掲   

げる所定単位数を加算する。た坤   
加算を算定している場合においては、次lこ掲げるその他の加  

期入所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提  

供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている   
こと。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の   
食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指   

定介護予防短期入所生活介護事業所において行われていること。  

算は算定しない㌧  

む瑚  

j 
」 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

介護予防短期入所療養介護費  

イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費  
（1）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   

卜）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  

［ 日日 ∵i  

T「当日思当  

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ii）  

日 日臼濫i  

ロ］巴日 当   

口 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  

i 要支援1  
ii要支援2  

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ii）  

9 介護予防短期入所療養介護糞   
イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費   

（1）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（－）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  

「 日日層i  
ii要支援2  

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（ii）  

i要支援1  
ii要支援2  

仁）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ〉  

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  

l 要支援1  

印革塵  

712単位   

631単位  

785単位  

∬8単位  

698単位   

617単塵  

771単位  

巨蔓草僅  

712単位   

558単位  

ii要支援2  698単位  

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（ii）  
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6釘単位  

785単位  止 

（三）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）   

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）   

二 

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ii）  

瀾   

ii妻支援2  

担7単位  

771単位   

i要支援1  
止 

且 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介浅黄（Ⅲ）   

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  
」 
虹 

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ii）  

き 

ii要支援2  

572単位  

7†蔓草位   

631単位  

785単位  

558単位  

騨引立   

617単位  

了71単位  

（2）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   

卜）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   

（Ⅰ）  

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

「い  

⊥ 638単位  ii㈲ 794単位   ハ棚引蔓  
b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

i巨   ・i⑭ 単位  ii㈲ 794単位   4早埋  
（コ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   

（Ⅱ）  

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（j）  i㈲ 638単位   早位  
瀾 794単位    用4阜埋  

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  
′ii）  

」照 638早世   

iし要支援2 鱒嘩遡   

仁〉 ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

・Ⅲ】  

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（i）  

（2）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   

卜）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

・●Ⅰ、  

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

・、i・  

」㈲ 624単位   6Z4単位  

腰 780単位  

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

′ii）  

」要享援1 624単位  i㈲  780単位    7叩単位   
に）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（Ⅱ）  

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（j）  

」㈲ 624単位   6Z4単位  

」㈲ 780単位   了80年位  

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  
（ii）  

⊥閻 624単位  

」㈲ 780単位   

E）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（Ⅲ）  

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  
（i）  

l要支援1  624単位  638単位  要支援1   
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b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   
（ii）   

i要支援1  遡畢生  
‖閲 780単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に  

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基  
準を満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健  
施設である指定介護予防短期入所療養介護事業所（指定介護  
予防サービス基準第187条第1項に規定する指定介護予防短期  

入所療養介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介  
護予防短期入所療養介護（指定介護予防サービス基準第186条  

に規定する指定介護予防短期入所療養介護をいう。以下同じ。）  

を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労  
働大臣が定める基準に掲げる区分lこ従い、利用者の要支援状  

態区釧こ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  
当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場  
合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。  

なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護職員、理学療法   
士若しくは作業嘩連士の員数が別に厚生労働大臣が定める基  

準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところによ  
り算定する。   

2（2）について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない   

場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数  
を算定する。  

ii要支援2  794単位   

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   
（ii）   

l 要支援1  638単位   ii㈲ 794単鱒  
注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に  
厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基  
準を満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健  
施設である指定介護予防短期入所療養介護事業所（指定介護  
予防サービス基準第187条第1項に規定する指定介護予防短期   

入所鱒養介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介  

護予防短期入所療養介護（指定介護予防サービス基準第186条  
に規定する指定介護予防短期入所療養介護をいう。以下同じ。）  

を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労  
働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状  
態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  
当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場  
合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。  

なお、利用者の数又は医師、看護職鼻、介護職員、理学療法   
士、作業療法士若しくは言語聴覚士の員数が別に厚生労働大   

臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定め  
るところにより算定する。   

2（2）について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない  

場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数  

を算定する。   

阜 別lこ厚生労働大臣が定め争夜勤を行う鱒貝の勤務条件Iこ関   

す御届lナ出た指定介   
護予防短期入所療養介掛   

算として、1日につき24単位を所定単位数に加算する。   

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして  
都道府県知事に届け出た介護老人保健施設については、リハ  

ビリテーション機能強化加算として、1日につき30単位を所  
定単位数に加算する。   

5灘理学療法士、作業   
療法士又は言語聴覚士が個別リハビリテーションを行った場   

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして  
都道府県知事に届け出た介護老人保健施設について一享、リハ   

ビリテーション機能強化加算として、1日につき30単位を所   
定単位数に加算する。  
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合㈱  

卿。  
6 医師が、認知症の行動・心理症状が言竪められるため、在室  

準予防短期入鞭利用卓開始した旦  

刺単位を所定単   

位華に力靭  7別に卿   
訊問相手胡ヨ＝声挺＝6撃退日雇担抗闘㍍面河圧岨弧監臼別記臼巳   

所において、若年性認知症利用者に対ヒて指定介護予防短期   
入所療養介護を行った場合には、＋若年性認知症利用者受入加  

所定単位数に加算する。ただし、  につき120単位を   算として1日  

星旦皇呈呈上三 

旦 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う   
ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介   
護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   
片道につき184単位を所定単位数に加算する。  
旦 次のいずれかに該当する者に対して、介言隻老人保健施設介   
護予防短期入所療養介護費を支給する場合は、介護老人保健   
施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の介護老人保健施設介   

護予防短期入所療養介護費（ii）、介護老人保健施設介護予防   

短期入所療養介護費（Ⅱ）の介護老人保健施設介護予防短期入   

所療養介護費（ii）又は介護老人保健施設介護予防短期入所療   

養介護費（Ⅲ）の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護   

費（ii）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  
が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  
室を利用する者  

／＼著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状   

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  

の利用の必要があると医師が判断した着  

通 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注  
1の規定による届出に相当する介護保健施設サービスに係る   

旦 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う   
ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介   
護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   

片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

三 次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設介   
護予防短期入所療養介護費を支給する場合は、介護老人保健   
施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の介護老人保健施設介   

護予防短期入所療養介護費川）、介護老人保健施設介護予防   

短期入所療養介護費（Ⅱ）の介護老人保健施設介護予防短期入   

所療養介護費（ii）又は介護老人保健施設介護予防短期入所療   

養介護費（Ⅲ）の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護   

費（ii）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  
室を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の地の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  

の利用の必要があると医師が判断した者  

旦 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注  

1の規定による届出に相当する介護保健施設サービスに係る  

ー26－   



一一 一－－二⊥一由一⊥ユーj－L汁⊥i亡：・，つ一一－－ ∫一 一←←品 ⊥」．亡一． 血」∵∵て憮iユ融二、i琵→r一－－＿ 彗：宣声迦寧±  

届出があったときは、注1の規定による届出があったものと   

みなす。  

u 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養   
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受   

けた指定介護予防短期入所療養介護については、介護老人保   
健施設における介護予防短期入所療養介護費は、算定しない。  
廷（1）0及び息並びに（2）日及び且について、利用者に対して、   

指導管理等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生労   
働大臣が定めるものを行った場合に、特別療養費として、別   

に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を所定   

単唾数に加算する。  

罠（1）日及び日並びに（2）（コ及び（ヨについて、別に厚生労働大臣   

が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に   

届け出た介護老人保健施設である指定介護予防短期入所療養   
介護事業所については、療養体制維持特別加算として、1日   
につき27単位を所定単位数に加算する。  

届出があったときは、注1の規定による届出があったものと  

みなす。   

ヱ 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養  
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受  

けた指定介護予防短期入所療養介護については、介護老人保  
健施設における介護予防短期入所療養介護費は、算定しない。  
旦（1）出及び日並びに（針目及び臼について、利用者に対して、  

指導管理等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生労  
働大臣が定めるものを行った場合に、特別療養費として、別  

に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を所定  
単位数に加算する。   

旦（1日コ及び日並びに（釦コ及び息について、別に厚生労働大臣  

が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に  

届け出た介護老人保健施設である指定介護予防短期入所療養  
介護事業所については、療養体制維持特別加算として、1日  
につき27単位を所定単位数に加算する。  

（3）栄養管理体制加算   

卜）管理栄養士配置加算  12単位  

（ニ）栄養士配置加算  10単位  

注1 卜）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、‘1日につき所定単位数を加算する。  
イ働宣していること。  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  
土▲‘   

予防短期入所療養介護事業所であること。  

2 仁）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  

養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  

ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

いる場合は、算定しない。  

イ 栄養士を1名以上配置していること。  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること。  

坦 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  

週 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
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県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

口 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

坦 緊急時施設療養費  
利用者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない   

事情により行われる次に掲げる医療行為につき算定する。  

（－）緊急時治療管理（1日につき）  500単位  

注1 利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場  
合において緊急的な治療管理としての投薬、検査、注射、  

処置等を行ったときに算定する。  

2 緊急時治療管理が行われた場合に3日を限度として算定  

する。  

3 同一の利用者について1月に1回を限度として算定する。  

（コ 特定治療  

医科診療報酬点数表第1章及び第2章において、高齢者の医  

療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第64条第3項に  
規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定されるリハ  
ビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療（別に厚生  
労働大臣が定めるものを除く。）を行った場合に、当該診療に  
係る医科診療報酬点数表第1章及び第2章に定める点数に10円  
を乗じて得た額を算定する。  

掴碍供体制強化加算   

注棚ものとして都  

連犀県抑指定介護予防短期入所摩養介護草案研  

がし利用者に対し、指定介護予防短期入所療孝介護を行った場  
合は捌こ掲げる所  

定単位準を神算する㌧ただし、率に掲げろいずれカ、の叫算を算  
定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し   

県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  
食を接供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

口 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

凰 緊急時施設療養費  
利用者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない   

事情により行われる次に掲げる医療行為につき算定する。   

卜）緊急時治療管理（1日につき）  500単位  

注1 利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場  
合において緊急的な治療管理としての投薬、検査、注射、  
処置等を行ったときに算定する。  

2 緊急時治療管理が行われた場合に3日を限度として算定  
する。  

3 同一の利用者について1月に1回を限度として算定する。   
仁）特定治療  

医科診療報酬点数表第1章及び第2章において、高齢者の医  
療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第64条第3項に  
規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定されるリハ  
ビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療（別に厚生  
労働大臣が定めるものを除く。）を行った場合に、当該診療に  

係る医科診療報酬点数表第1章及び第2章に定める点数に10円  
を乗じて得た額を算定する。  
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ない。  

卜）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  12単位  

（ニ）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  

仁）．サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  6単位  

口 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費  
（1）病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（1日につき）   

ト）病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）  

瀾 548単位  

ii要支援2  681単位   

口 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費  
（1）病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（1日につき）   

卜）病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介諌費（i）   

「 臼巨十三引  

∵「臼自県些  

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）  

日 当重恩i   

ii要支援2  

日 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）   

1 日自慢i  
n「当日濫甲   

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）   

〔 臼自慢乱  

≡？臼◆思些  

且 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）   

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）   

「 巴巨思i   

ii 要支援2  

534単位  

667単位   

618単位  

772単位  

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）   

1 ヨ白眉i   

ii要支援2  

0 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（り   

l 要支援1  
丁二 日重恩可   

b’病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）   

l 要支援1   

ii要支援2  

日 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）   

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）  

二 日臼思i  

門口 ヨ転思円  

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ij）   

「 巳重恩i   

ii要支援2  

悶2単位  

786単位  

512単位  

636単位   

596単位  

741単位  

498単位  

622単位   

582単位  

727単位  

487単位  

605単位   

印単位  

710単位  

473単位  

591単位  l一Ⅵ了 ■ ▲  

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）  j㈲ 557単位  ii㈲ 696単位  
（2）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

（－）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（i）  i㈲ 534単位  ii要支援2   ii華 667単位  
b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（ii）   

i要支援1 6柑単位  ii㈲  772単位  

（2）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）   

ト）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

8 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（i）  

l 要支援1  548単位  ii㈲ 681単位  
b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（ii）  i㈲ 632単位  
ii要支援2  786単位   
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出 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  

a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（i）  
瀾 534単位  

‖㈲ 鱒7挙世  

b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

し閻 18単位  i㈲ 772単悩  
（3）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（1日に   
つき）  

（－）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a要支援1 β25単位  b㈲ 781単位   
自 ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  a㈲ 625単位  b㈲ 781単位  
（4）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（1   

日につき）  

（－）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費   

（Ⅰ）  

や要支援1  625単位  b㈲ 781単位   
に）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費   
（Ⅱ）  a㈲ 鱒与単位   b㈲ 祁1単位   
注1 療養病床（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第  
4号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）を有する病院  
である指定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に  
厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労  

働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満  
たすものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届  

出に係る病棟（療養病床に係るものに限る。）において、指  
定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準  
に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区  
分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定  

（ニ）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（i）  

t 要支援1  548単位   

ii要支援2  681単位  

b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

l 要支援1  632単位  ii㈲ 6単些  
（3）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（1日に   
つき）  

（－）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  a㈲ 寧39単位   
瀾 795単位   

仁）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ〉  

甲㈲ 639単位  

b 要支援2  795単位  

（4）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（1   

日につき）  

（一）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費   

、Ⅰ）  a㈲ 9単位  b㈲ 5単位   
仁）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介害隻費   

（Ⅱ）  a㈲ や39単位  
b 要支援2  795単位   

注1 療養病床（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第  

4号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）を有する病院  
である指定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に  
厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労  

働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満  
たすものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届  

出に係る病棟（療養病床に係るものに限る。）において、指  
定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準  
に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区  
分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定   
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単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件   

に関する基準を満たさない場合は、所定単位数から25単位を   

控除して得た単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師；   

看護職貞若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定め   
る基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ   
により算定する。  

2（3）及び（4）について、別に厚生労働大臣が定める基準を満た   

さない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する   
単位数を算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予   

防短期入所療養介護事業所については、病院療養病床療養環   
境減算として、1日につき25単位を所定単位数から減算する。  

4 医師の配置について、医療法施行規則（昭和23年厚生省令   
第50号）第49条の規定が適用されている病院については、1   
日につき12単位を所定単位数から減算する。  

5 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関   
する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介   
護予防短期入所療養型医療施設については、当該基準に掲げ   
る区分に従い、1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に   

加算する。   

イ 夜間勤務等看護（Ⅰ）  23単位   

口 夜間勤務等看護（Ⅱ）  14単位  

ハ瑚 14単位   

二 夜間勤務等看護（Ⅳ）  7単位  

6 医師が、認知痺の行動卜心理症状が認められるため、在宅   
での生活が困難であり、緊急に指定介護予防短期入所療養介   
護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定介   
護予防短期入所療養介護を行った場今は、利用を開始した目   
から起算して7日を限度として、1日につき200単位を所定単   
位数に加算する。  

7 別Iこ厚生労働大臣が定める基準Iこ適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業  
所において、瑚引こ対して指定介護予防短期   

入所療養介護を行った場合には、若年性認知症利用者受入加  

単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件   

に関する基準を満たさない場合は、所定単位数から25単位を   

控除して得た単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、   
看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定め   

る基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ   
により算定する。  

2（3）及び（4）について、別に厚生労働大臣が定める基準を満た   

さない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する   

単位数を算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予   

防短期入所療養介護事業所については、病院療養病床療養環   
境減算として、1日につき25単位を所定単位数から減算する。  

4 医師の配置について、医療法施行規則（昭和23年厚生省令   

第50号）第49条の規定が適用されている病院については、1   
日につき12単位を所定単位数から減算する。  

5 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関   
する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介   

護予防短期入所療養介護事業所については、当該基準に掲げ   
る区分に従い、1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に  

加算する。  

イ 夜間勤務等看護（Ⅰ）  

ロ 夜間勤務等看護（Ⅱ）   

ハ 夜間勤務等看護（Ⅲ）  

に こ加算する。ただし、   き120単位を所定単位数  算として1日につ  
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注6を算定している場合は算定しない。  

旦 ≠痛者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う   

ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介   

護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   
片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

旦 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床介護予   

防短期入所療養介護費（Ⅰ）、病院療養病床介護予防短期入所   

療養介護費（Ⅱ）若しくは病院療養病床介護予防短期入所療養   

介護費（Ⅲ）又は病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介   

護費（Ⅰ）若しくは病院療養病床経過型介護予防短期入所療養   

介護費（Ⅱ）を支給する場合は、それぞれ、病院療養病床介護   

予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の病院療養病床介護予防短期入   

所療養介護費（ii）、病院療養病床介護予防短期入所療養介護   

費（Ⅱ）の病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）若し   

くは病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）の病院療   

養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）又は病院療養病床経   

過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の病院療養病床経過型   

介護予防短期入所療養介護費（ii）若しくは病院療養病床経過   

型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）の病院療養病床経過型介   

護予防短期入所療養介護費（ii）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  

室を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  
の利用の必要があると医師が判断した着  

通 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注  

1及び注5の規定による届出に相当する介護療養施設サービ   
スに係る届出があったときは、注1及び注5の規定による届   
出があったものとみなす。  

u 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養   
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受   

けた指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を   
有する病院における介護予防短期入所療養介護費は、算定し   

旦 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う   

ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介   
護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   

片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

ヱ 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床介吉葉予   

防短期入所療養介護費（Ⅰ）、病院療養病床介護予防短期入所   

療養介護費（Ⅱ）若しくは病院療養病床介護予防短期入所療養   

介護費（Ⅲ）又は病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介   

護費（Ⅰ）若しくは病院療養病床経過型介護予防短期入所療養   

介護費（Ⅱ）を支給する場合は、それぞれ、病院療養病床介護   

予防短期入所療養介護責（Ⅰ）の病院療養病床介護予防短期入   

所療養介護費（ii）、病院療養病床介護予防短期入所療養介護   

費（Ⅱ）の病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）若し   

くは病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）の病院療   

養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）又は病院療養病床経   

過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の病院療養病床経過型   

介護予防短期入所療養介護費川）若しくは病院療養病床経過   

型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）の病院療養病床経過型介   

護予防短期入所療養介護費（ii）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  
室を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の地の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  
の利用の必要があると医師が判断した者  

旦 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注  
1及び注5の規定による届出に相当する介護療養施設サービ   
スに係る届出があったときは、注1及び注5の規定による届   
出があったものとみなす。  

旦 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養   
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受   

けた指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を   
有する病院における介護予防短期入所療養介護費は、算定し  
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ない。  ない。  

呵 栄養管理体制加算   

H 管理栄養士配置加算   

日 栄養士配置加算  
廷墜塵  

10単位   

津1州こついては、次に掲げるいずれの基準にも適合している  
ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している旨定介護  
予防短期入所療養介護事業所であること。  

2 日については、次に掲げるいずれの基準lこも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  

養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

いる場合は、算定しない。  

イ㈲匿していること。  

ロ 矧＝こ厚生労働大臣が定める基準に適合している‡旨定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること。  

凰 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

皿 特定診療費  

利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常   

的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ   

た場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た   

額を算定する。  

旦 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府   
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予   

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養   
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。   

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  

ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  
の食事の提供が行われていること。  
ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  
いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

凰 特定診療費   

利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常   
的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ   
た場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た   
額を算定する。   
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ハ 療養病床を有する診療所における介護予防短期入所療養介護費   川働つき）   ト）働費（Ⅰ）  
a 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）  
l 要支援1  
ii要支援2  

517単位  

646単位   

b 診療所療養病床介護予防短期入所直筆介護費＝i）   

⊥ 

ii要支援2  

仁）診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

601単位  

751単位  

a 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）  

i要支援1  
ii要支援2  

447単位  

559単位  

b働介護予防短期入所療養介護費（ii）  

し宰町 5粥単位  

脚 670単位  

㈲ ユキツト聖診療所療養病原介護予防短期入所療華介準雲己り日   
につき）   

卜）ユニット型診療所療養病床介準予防匝期入野療養介謹費くI）  a㈲  608単位  
b要支援2 760単位   

仁）ユニット型診療所療養嘩床介護予防短期入所嘩養介護費（Ⅱ）  

8 要支援1 608単位  b閲 760単位  
注1 療養病床を有する診療所である指定介護予防短期入所療養介  
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別に庫生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして   
都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に係る病室にお   

いて、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施   

設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げ   

る区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所   

定単位数を算定する。ただし、利用者の数が別に厚生労働大臣   

が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると   
ころにより算定する。   

2（2）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな   

い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数   
を算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防   

短期入所療養介護事業所については、診療所準嘩基準減算とし   
て、1日につき60単位を所定単位数から減算する。  4㈲在宅で   
の生渾が困難で奉り、瑚所療養介護を   

利用することが適当であると判断した者に対し、指定介護予防   
短期入所療養介護を行っ七場合は、瑚起算   

して棚単位を所定単位数に加算   

払  5瀬＼るものとして都   
道申県知事に榊   

おいて、瑚入敢塵   

養介護を行った頃合には、若年性琴却症利用者受入加算として  
1日につき120単位を所定単位数に加算する。たギし、注4を算   
定している場合は算定しない。  

旦 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ   
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予   

防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に   
つき184単位を所定単位数に加算する。  

乙 次のいずれかに該当する者に対して、診療卿期入   

所鱒養介護費（り耳は診療所介護予防短期入所療養介準雲（Ⅰい   

を支給する場合は、それぞれ、診療所介護予防短期入野痺養介   

護費（Ⅰ）の診療所介護予防短期入所療養介護費（ji）又は診療所   

護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合   
しているものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該   

届出に係る病室（療養病床に係るものに限る」において、指   
定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に   
掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に   

従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数   

を算定する。ただし、利用者の数が別に厚生労働大臣が定める   

基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところによ   
り算定する。  

2（2＝こついて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな   

い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数   
を算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防   

短期入所療養介護事業所については、診療席療養病床設備基準   
遽里として、1日につき60単位を所定単位数から減算する。  

生 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ   
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予   

防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に   
つき184単位を所定単位数に加算する。  

旦 次のいずれかに該当する者に対して、診  所療養病床介護予  
防短期入所療養介護費（Ⅰ）又は診療所療養病床介護予防鱒期入  

所療養介護費（Ⅱ）を支給する場合は、それぞれ、診療所捏雲病  
床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の診療所療養病床介護予防  
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幽療所介護予防短期入野療   

星介準芦川）を算定する。  

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が  
判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室  
を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況  
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利  
用の必要があると医師が判断した者  

旦 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注1   
の規恵による届出に相当する介護療養施設サービスに係る届出   

があったときは、注1の規定による届出があったものとみなす。  

旦 利用者が連統して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介   
護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた   

指定介護予防短期入所療養介護については、診療所における介   

護予防短期入所療養介護費は、算定しない。  

短期入所療養介護費（ii）又は診療所療養病床介護予防短期入所  

療養介護費（Ⅱ）の診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費  

⊥jiユを算定する。  

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が  

判断した者  

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室  
を利用する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利  
用の必要があると医師が判断した者   

旦 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注1  
の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る届出  
があったときは、注1の規定による届出があったものとみなす。   

ヱ 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介  
護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた  

指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を有する  
診療所における介護予防短期入所療養介護費は、算定しない。  

p）栄養管理体制加算   H働 12単位   
仁）栄養士配置加算  10単位  

注1 卜）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事瑚押入所療  

養介護事業所について、1日l潤筆する。  
イ 管理栄養士を1名以上配置していること？  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護   

予防短期入所療養介護事業所であるこL  
2 仁）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

阜のとして都道府県知事に届け出た指定介準予防短期入所療   
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。   

ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

予防短期入所療革卿  

（4）療養食加算  23単位   （3）療養食加算  23単位  
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注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  
防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。   

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容   
の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

坦 特定診療費  

利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常   

的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ   

た場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た   

額を算定する。  

㈲ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  
防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

凰 特定診療費  
利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常   

的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ   

た場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た   

額を算定する。   

事業所が、  指 定介護予防短期入所   道府県知事に届け出た  

行った場合は、  期 入所療養介  定 介護予防短  利用者に対し、指  

当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位   
数を加算する。ただし、次に掲げるいずれカ、の加算を算定して  

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。  

（」瑚 12単位  12単位  

ニ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位             6単位  

三 サービス提供体制 化加算（Ⅲ）  6単位              6単位   

老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入  

所療養介護費  

（1）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

（－）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

8 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）   

老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入  
所療養介護費  

（1）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

卜）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）   

a 認知■症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）   

： 日日濫i   

ii要支援2   

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）   

l 要支援1  

847単位  

1川07単位  

958単位   

⊥ iト麟  
b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

I 要支援1   

833単位  

993単位   

944単位  
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ii要支援2  1．112単位  ii要支援2  

仁）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）   

i要支援1  
吐 

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

⊥ 

ii要支援2  

∈）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  

l 要支援1   

ii要支援2  

1，098単位   

（コ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）   

1日萱眉i  
ii要支援2  

780単位  

948単位   

7月6単位  

！柑4単位  

8層0単位  

1，039単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）▲  

し呈圭塵⊥ 
ii要支援2  

且 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）   

l 要支援1   

ii要支援2   

銅4単位  

1．053単位  

757単位  

920単位  

743畢j重  

906単位   

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介貢隻費（ii）  i㈲ 841単位  
ii要支援2  1．025単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）   

し 

卓し 

個）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  

しj堅真崖 

ii要支援2   

∈ほ7単位  

1，011単位  

圃 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  
⊥ 

吐遡 

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）   

」 

虹 

伍）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅴ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  

⊥ 

雌旦 

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介浅黄（ii）   

」 

ii要支援2   

一744単位  

！）04単位  

壬ほ8単位  

1，009単位  

730単位  

890単位   

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）   

l 要支援1   
ii 要支援2  

伍）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅴ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）   

J 
ii 要支援2   

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）   

I 要支援1   

ii要支援2  

814単位  

995単位  

682単位  

印2単位   

793単位  

947単位  

66郎単位  

828単位  

779単位  

933単位  

（2）認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

（一）認知症疾患聖経過型介護予防短期入所療養介譲費（Ⅰ）  

a＋要支援1  584単位  

b＋要支援2  744単位  

（コ 認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  

a 要支援1  668単位   

（2）認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

（－）認知症疾患聖経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 要支援1  570単位  

b 要支援2  730単位  

（二）認知症疾患聖経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 要支援1  654単位  
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瀾 849単位  早位  

（3）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（1日に   
つき）   

卜）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  i⑯ 960単位  ii㈲ 1，‖5単位   1・1け引立  
b ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii） i㈲ 960単位    96U早位  
＝㈲ 1，115単位    Lllb早世  

（二）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  

a ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介言葉費（i）  

i 要支援1  871単位                       挙／1早位  ii㈲ 1，062単位   1，㈹Z早位  
b ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）  i㈲ 871単位   ‖早世   ii⑯ 1，062単位   
注1老人性認知症疾患療養病棟（指定介護予防サービス基準第1  

89条に規定する老人性認知症疾患療養病棟をいう。以下同じ。）  

を有する病院である指定介護予防短期入所療養介護事業所で  

あって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している  
ものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に  

係る老人性認知症疾患療養病棟において、指定介護予防短期  
入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及  
び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分lこ従い、利用  

者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定す  
る。ただし、利用者の数又は医師、看護職見苦しくは介護職  
員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、  

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2（3）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさ  
ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単  

位数を算定する。  

3 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う  
ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介  
護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   

b 要支援2  835単位  

（3）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（1日に   
つき）   

卜）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  
l 要支援1  946単位  

ii要支援2  1，101単位  

b ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

l要支援1  946単位  

ii要支援2  1．101単位   

ロ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  

a ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  
瀾 857単位  ii㈲ 単位  
b ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii〉  i㈲ 57単位  
ii要支援2  1，048単位   

注1 老人性認知症疾患療養病棟（指定介護予防サービス基準第1  
89条に規定する老人性認知症疾患療養病棟をいう。以下同じ。）  

を有する病院である指定介護予防短期入所療養介護事業所で  
あって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している  
ものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に  
係る老人性認知症疾患療養病棟において、指定介護予防短期  
入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及  
び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用  

者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定す  
る。ただし、利用者の数又は医師、看護職員若しくは介護職  
員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、  

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2（3）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさ  
ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単  

位数を算定する。  

3 弄り用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う  
ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介  
護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、  
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片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

4 次のいずれかに該当する者に対して、認知症疾患型介護予   

防短期入所療養介護費（Ⅰ）、認知症疾患型介言蔓予防短期入所   

療養介護費（Ⅱ）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費  

（Ⅲ）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）若しく   
は認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅴ）又は認知症   

疾患聖経過型介護予防短期入所療養介護費を支給する場合は、   

それぞれ、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の   

認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）、認知症疾患   

型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）の認知症疾患型介護予防   

短期入所療養介護費（ii）、認知症疾患型介護予防短期入所療   

養介護費（Ⅲ）の認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費  
（ii）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）の認知   

症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）若しくは認知疾患   

型介護予防短期入所療養介護費（Ⅴ）の認知症疾患型介護予防   

短期入所療養介護費（ii）又は認知症疾患型経過型介護予防短   

期入所療養介護費（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個   

室を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状   
況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  
の利用の必要があると医師が判断した者  

5 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注  
1の規定による届出に相当する介言隻療養施設サービスに係る   

届出があったときは、注1の規定による届出があったものと   

みなす。  

6 利用者が連続して30日を超えて指定介桂予防短期入所療養   
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受   

けた指定介護予防短期入所療養介護については、老人性認知   

症疾患療養病棟を有する病院における介貢隻予防短期入所療養   

介護費は、算定しない。   

片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

4 次のいずれかに該当する者に対して、認知症疾患型介護予   

防短期入所療養介護費（Ⅰ）、認知症疾患型介護予防短期入所   

療養介護費（Ⅱ）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介言隻費  

（Ⅲ）、言忍知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）若しく   

は認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅴ）又は認知症   

疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費を支給する場合は、   

それぞれ、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の   

認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）、認知症疾患   

型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）の認知症疾患型介護予防   

短期入所療養介護費（ii）、認知症疾患型介護予防短期入所療   

養介護費（Ⅲ）の認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費  
（ii）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）の認知   

症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ji）若しくは認知疾患   

型介言隻予防短期入所療養介護費（Ⅴ）の認知症疾患型介護予防   

短期入所療養介護費（ii）又は認知症疾患型経過型介護予防短   

期入所療養介護費（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  

室を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  
の利用の必要があると医師が判断した者  

5 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注  
1の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る   
届出があったときは、注1の規定による届出があったものと   
みなす。  

6 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養   

介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受   

けた指定介吉隻予防短期入所療養介護については、老人性認知   

症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養  
介護費は、算定しない。  

㈱ 栄養管理体制加筆   

卜）管理栄養士配置加算  12単位  
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‾酌   

仁）働 10単位  

注1 卜）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している   

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療   

養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。   
イ朋を1名以上配置していること。   
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であるこL  
2 仁）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

いる場合は、算定しない。  

イ 栄養士を1名以上配置していること。  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること。  

旦 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が＼別に厚生労働大臣が定める療養  
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

担 特定診療費  

利用者に対して、精神科専門療法等のうち日常的に必要な医療   
行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行った場合に、別に   
厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を算定する。  

埋 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  
防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  

食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

捏 特定診療費  
利用者に対して、精神科専門療法等のうち日常的に必要な医療   
行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行った場合に、別に   
厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を算定する。  

（6）サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適‡合tているものとして都  
介護事業所が  予防短期入所療   出た指定介  道府県知事に届け  

を行った場合は  利用者に対し、指定介護予防短期入所  養介捷  
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当該基準に碍げ卵掲げる所定単位  

蜘て  

吐拠甚吏壬」旦」避堤通1土む皇空也旦通巨星旦星宣＿赴」  
二 12単位  

旦琳 6単位 6単位  

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 6単位  

ホ 基準適合診療所における介護予防短期入所療養介経費  
（1日につき）  入所療養介護費（Ⅰ）   護予防短期  （1）基準適合診療所介  

411単位  

534単位  

（1日につき）  

！－）要支援1   

P 軍支援2  
（2）基準適合診  所療養介護費（Ⅱ）  予 防短期入   療所介護  

495単位  

643単位  

卜）要支援1  

口 要支援2  注1灘こより読   
み替えちれた指定介護予防サービス基準第187条第1項に規定す   
画選   I軸別   
働蔓   

草援状態区分に応じて、それぞれ所畢単位数を算定する。土だ   
し、利用者㈱割こ該当す旦塵   
今埠、碑   
2 利思考の心身の状態、家族等の事情等力、らみて送迎を行うこ   
とが必要と貢錮）られる利用者Iこ対して、その居宅と指定介護予   
防亙遡ム塵重量企進呈芸歴上空．国史送迎皇j亘j場合上さェ．生垣．t；   ？き†卿   
3 

断所捏養介護費を芦給する場合は、基準運合診摩所介護   

予闇短期入野療養介護費（Ⅱ）を算定する丈   

ごし喀染症等Iこより、従来型個室の利用の必要があると医師が  

判断した考   

亘∴如こ厚竺労働木臣が定める基垂に適合している従来型個室  

そ利用す冬着   

†｝ 著しい棒神症肘掛こより、同室の他の利用者の心身の状況   ！瑚利  
用の必要があると医師が判断した者  
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4 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介  

護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた   

指寒介注予防短期入所療養介護については、基準適合診療所に  

おける介護予防短期入所療養介護費は、算定しない。  
㈲栄華管理体制加筆   

ト）管理栄養士配置加算  12単位  

（ニ）栄養士配置加算  10単位  

注1（－）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 管理琴華車そ1名以上配置していることp  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること。  

2 亡）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している   

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療   

養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。   

ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

し1墨場合は、算定しない．  

イ 栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること。  

（4）療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事l；届け出て当該基準lこよる食事の提供を行う指定介護予  

防短期珊木臣が定める療養  

食を提供したときは、1岬  
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい   
るこL  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容   

の食事の提供が行われていること。  

ハ朋て   

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて   

いること。  

10 介護予防特定施設入居者生活介護費   

イ 介護予防特定施設入居者生活介護費（1日につき）  
10 介護予防特定施設入居者生活介護費   

イ 介護予防特定施設入居者生活介護貴（1日につき）  
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（1）要支援1  214単位  

（2）要支援2  494単位  

口 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費（1月に   
つき）  

注1 指定介護予防特定施設（指定介護予防サービス基準第230条第1  
項に規定する指定介護予防特定施設をいう。以下同じ。）におし、＼  

て、イについては、指定介護予防特定施設入居者生活介護（同項  

において規定する指定介護予防特定施設入居者生活介護をいう。  

以下同じ。）を行った場合に、指定介護予防特定施設入居者生活  
介護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要支援  
状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定するものとし、口  

については、指定介護予防特定施設において、外部サービス利用  

型指定介護予防特定施設入居者生活介護（指定介護予防サービス  
基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設  
入居者生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、別に厚生   

労働大臣が短めるサービスの種類及び当該サービスの単位数を基  
に得た当該外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活  
介護に係る総単位数について、利用者の要支援状態区分ごとに別  

に厚生労働大臣が定める単位数を限度として算定する。ただし、  

看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  
該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す  
る。   

2 イについては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理  
学療法士等を1名以上配置しているもの（利用者の数が100を超え  
る指定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務  
に従事する常勤の理学療法士等を1名以上配置し、かつ、理学療  
法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用  
者の数を100で除した数以上配置しているもの）として、都道府県  
知事に届け出た指定介護予防特定施設において、利用者に対して、  
機能訓練指導員、看護職員、介護職員等が共同して、利用者ごと  
に個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能  

訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、1日につ  
き12単位を加算する。  

（1）㈲ 203単位  
（2）要支援2  469単位  

口 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費（1月に   
つき）  

注1 指定介護予防特定施設（指定介護予防サービス基準第230条第1   
項に規定する指定介護予防特定施設をいう。以下同じ。） 

て、イについて 

において規定する指定介護予防特定施設入居者生活介護をいう。  

以下同じ。）を行った場合に、指定介護予防特定施設入居者生活  
介護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要支援  
状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定するものとし、ロ  

については、指定介護予防特定施設において、外部サービス利用  

型指定介護予防特定施設入居者生活介護（指定介護予防サービス  
基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設  
入居者生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、別に厚生  

労働大臣が定めるサービスの種類及び当該サービスの単位数を基  
に得た当該外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活  
介護に係る総単位数について、利用者の要支援状態区分ごとに別  
に厚生労働大臣が定める単位数を限度として算定する。ただし、  

看護職貞又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  
該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す  
る。   

2 イについては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理  
学療法士等を1名以上配置しているもの（利用者の数が100を超え  

る指定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務  
に従事する常勤の理学療法士等を1名以上配置し、かつ、理学療  
法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用  
者の数を100で除した数以上配置しているもの）として、都道府県  
知事に届け出た指定介護予防特定施設において、利用者に対して、  

機能訓練指導員、看護職貞、介護職員等が共同して、利用者ごと  
に個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能  

訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、1日につ  
き12単位を所定単位数に加算する。   

3 イについては、看護職員が、利用者ごとに健康の状況を埠嘩的  
に記録している場合において、当該利用者の同寿を得て、協ニカ医  
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輌革   

療機関（指定介護予防サービス基準第242条第1項に規定する協力  

医療職開をいう。）又は当該利用者の主治医に対して、当該利用  
者の健康の状況について月に1回以上情報を提供した場合には、  
医療機関連携加算として、1月につき80単位を所定単位数に加算  
払 

11介吉隻予防福祉用具貸与費（1月につき）   

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第266   

条第1項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下同   
じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービス   
基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同じ。）   

を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した糞用の額を   
当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の   
単価で除して得た単位数（1単位未満の端数があるときは、これを四   
捨五入して得た単位数）とする。   
注1搬出入に要する費用は、現に指定介護予防福祉用具貸与に要  
した費用に含まれるものとし、個別には評価しない。ただし、  

指定介護予防福祉用具貸与事業所が別に厚生労働大臣が定める  
地域に所在する場合にあっては、当該指定介護予防福祉用具貸  

与の開始日の属する月に、指定介護予防福祉用具貸与事業者（指  
定介護予防サービス基準第266条第1項に規定する指定介護予防  

福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の通常の重量の実施  
地域（指定介護予防サービス基準第270条第5号に規定する通常  
卿）において指定介護予防  
福祉用具貸与を行う場合に要する交通費（当該指定介護予防福  
祉用具貸与に係る福祉用具の往復の運搬に奏する経費及び当該  
福祉用具の調整等を行う当該指定介護予防福祉用具貸与事業者  
の専門相談員1名の往復の交通費を合算したものをいう且過王  

旦旦。）に相当する額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業所  
の所在地に適用される1単位の単価で除して得た単位数を、個  

々の福祉用具ごとに当該指定介護予防福祉用具貸与に係る介護  
予防福祉用具貸与費の100分の100に相当する額を限度として所  
定単位数に加算する。  

2 鋸こ厚生労働大臣が定める地域に所在し、カ、つ、矧‖こ厚生男  
働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防福祉用具貸与  
事業所の場合にあって†ま、当該指定介護予防福祉用具貸与の開  

11介護予防福祉用具貸与糞（1月につき）   

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第266   

条第1項ヒ規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下同   

じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービス   

基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同じ。）   

を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した車用の額を   
当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の   
単価で除して得た単位数（1単位未満の端数があるときは、これを四   
捨五入して得た単位数）とする。  

注1 搬出入に要する費用は、現に指定介護予防福祉用具貸与に要  
した費用に含まれるものとし、個別には評価しない。ただし、  

指定介護予防福祉用具貸与事業所が別に厚生労働大臣が定める  
地域に所在する場合にあっては、当該指定介護予防福祉用具貸  
与の開始日の属する月に、指定介護予防福祉用具貸与事業者（指  

定介護予防サービス基準第266条第1項に規定する指定介護予防  

福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の通常の業務の実施  
地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う場合に要する交  

通費（当該指定介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の往復の  
運搬に要する経糞及び当該福祉用具の調整等を行う当該指定介  
護予防福祉用具貸与事業者の専門相談員1名の往復の交通費を  
合算したものをいう。）に相当する額を当該指定介護予防福祉  
用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の単価で除して得  

た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指定介護予防福祉用具  
貸与に係る介護予防福祉用具貸与費の100分の100に相当する額  
を限度として所定単位数に加算する。  
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埠甲卿防橿社用異貸与事業者の通   

常の事業卿ラ   場合1こ要す碑臨を当   該指窄介卿る1単  
位の単価で除し御頒  

定介紳   の2卿  3潤し  
㈱実施地域を越えて事旨定介吉隻予防碍社用具貸与  

そ行った埠合嵯、瑚始日の属  

する月に、当該指定介護予防福祉用具貸与事筆者の通常の事琴   
の実施地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う場合に要  

する交通費榊   

護予防福祉用具卿   

で除して得た単位数そ、岬予   

防福祉用具貸与に係る介護予防福祉卿目   

当する額を限度として所柳  

生 要支援者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び   

介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成11年厚生省   
告示第93号）第1項に規定する幸いす、同告示第2項に規定す   

る幸いす付属品、同告示第3項に規定する特殊寝台、同告示第   
4項に規定する特殊寝台付属品、同告示第5項に規定する床ず   
れ防止用具、同告示第6項に規定する体位変換器、同告示第11   
項に規定する認知症老人排梱感知機器及び同告示第12項に規定   

する移動用リフトに係る指定介護予防福祉用具貸与を行った場   
合は、指定介護予防福祉用具貸与費は算定しない。ただし、別   
に厚生労働大臣が定める者に対する場合については、この限り   
でない。  

巨 利用者が介護予防特定施設入居者生活介貢隻又は介護予防認知   

症対応型共同生活介護を受けている間は、介諌予防福祉用具貸   
与費は、算定しない。  

之 要支援者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び   

介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成11年厚生省   

告示第93号）第1項に規定する辛いす、同告示第2項に規定す   

る車いす付属品、同告示第3項に規定する特殊寝台、同告示第   
4項に規定する特殊寝台付属品、同告示第5項に規零する床ず   
れ防止用具、同告示第6項に規定する体位変換器、同告示第11   
項に規定する認知症老人排掴感知機器及び同告示第12項に規定   

する移動用リフトに係る指定介護予防福祉用具貸与を行った場   

合は、指定介護予防福祉用具貸与費は算定しない。ただし、別   
に厚生労働大臣が定める者に対する場合については、この限り   
でない。  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知   
症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防福祉用具貸   
与費は、算定しない。  
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